
2026 年 4 月 1 日 

 

吸収合併に係る事後開示書面 

 

 川崎市中原区上小田中四丁目 1 番 1 号 

 富 士 通 株 式 会 社 

 代表取締役社長  時田  隆仁 

 

富士通株式会社（以下「当社」という）は、2025 年 12 月 23 日付で富士通ホーム＆オフィスサービス株

式会社（以下「FHO」という）との間で締結した吸収合併契約に基づき、2026 年 4 月 1 日を効力発生日と

して、当社を吸収合併存続会社、FHO を吸収合併消滅会社とする吸収合併（以下「本件合併」という）を

行いました。 

本件合併に関して、会社法第 801 条第 1 項および会社法施行規則第 200 条に基づき開示すべき事項は、

以下のとおりです。 

 

1. 吸収合併が効力を生じた日 

2026 年 4 月 1 日 

 

2. 吸収合併消滅会社における法定手続の経過 

(1) 会社法第 784 条の 2 の規定による請求に係る手続の経過 

FHO は当社の完全子会社であるため、該当事項はありません。 

 

(2) 会社法第 785 条および第 787 条の規定ならびに第 789 条の規定による手続の経過 

① 反対株主の株式買取請求（第 785 条） 

FHO は当社の完全子会社であるため、該当事項はありません。 

② 新株予約権買取請求（第 787 条） 

 FHO は新株予約権を発行しておりませんので、該当事項はありません。 

③ 債権者の異議（第 789 条） 

 FHO は、2026 年 1 月 16 日付の官報に合併公告を掲載するとともに、同日付で電子公告

を行いましたが、所定の期間内に異議を述べた債権者はありませんでした。 

 

3. 吸収合併存続会社における法定手続の経過 

(1) 会社法第 796 条の 2 の規定による請求に係る手続の経過 

 本件合併は第 796 条第 2 項本文に規定する場合にあたるため、該当事項はありません。 

 

(2) 会社法第 797 条および第 799 条の規定による手続の経過 

① 反対株主の株式買取請求（第 797 条） 

 本件合併は第 796 条第 2 項本文に規定する場合にあたるため、該当事項はありません。 

② 債権者の異議（第 799 条） 

当社は、2026 年 1 月 16 日付の官報に合併公告を掲載するとともに、同日付で電子公告

を行いましたが、所定の期間内に異議を述べた債権者はありませんでした。 



4. 吸収合併により吸収合併存続会社が吸収合併消滅会社から承継した重要な権利義務に関する事項 

当社は、効力発生日をもって、FHO の資産、負債および権利義務の一切を承継いたしました。 

 

5. 会社法第 782 条第 1 項の規定により吸収合併消滅会社が備え置いた書面 

 別添のとおりです。 

 

6. 会社法第 921 条の変更の登記をした日 

2026 年 4 月 1 日（予定） 

 

7. その他吸収合併に関する重要な事項 

該当事項はありません。 

 

 

以 上 



 

 

 

 

 

 

 

 

 



となりましたので、当該公開買付けは成立しました。当該公開買付け成立後、

2025 年 6 月 11 日に新光電気工業の自己株式取得により、富士通が保有する新

光電気工業株式の譲渡が完了しました。一連の取引の結果、新光電気工業は富

士通の連結範囲から外れております。 

また、富士通は、新光電気工業株式の売却益 141,572 百万円を、第 126 期中

間連結会計期間の要約中間連結損益計算書上、非継続事業からの中間利益に計

上しております。 

 

イ． 自己株式取得（決定）の件 

富士通は、2025 年 4 月 24 日開催の取締役会において、以下のとおり自己株

式の取得を決定いたしました。 

 取得対象株式の種類： 富士通の普通株式 

 取得し得る株式の総数： 120,000,000 株（上限） 

 (発行済株式総数（自己株式除く）に対する 

 割合 6.75%) 

 株式の取得価額の総額： 1,700 億円（上限） 

 取 得 期 間： 2025 年 5 月 1 日～2026 年 3 月 31 日 

 取 得 方 法： 東京証券取引所における市場買付 

 (証券会社による投資一任方式、自己株式立会 

 外買付取引（ToSTNeT-3）による買付を含む） 

 

ウ． 新設分割計画作成の件  

富士通は、2025 年 4 月 24 日に、2025 年 7 月 1 日を効力発生日として、富士

通のフォトニクスシステムおよびモバイルシステム等のネットワークプロダク

トの研究・開発・設計・製造・販売・企画・保守・運用事業を、会社分割により

新設する 1FINITY 株式会社に承継させる新設分割計画を作成いたしました。 

 

エ． 関連会社株式の譲渡に関する契約締結の件 

富士通は、2025 年 1 月 6 日に、株式会社パロマ・リームホールディングス

（以下「パロマ・リーム HD」という）との間で、パロマ・リーム HD による、

富士通の関連会社である株式会社富士通ゼネラル（以下「富士通ゼネラル」と

いう）の普通株式（以下「富士通ゼネラル株式」という）に対する公開買付け

の実施および富士通が所有する富士通ゼネラル株式の譲渡に関する契約を締結

しました。当該公開買付けは 2025 年 5 月 28 日をもって終了し、当該公開買付

けに応募された株券等の総数が買付予定数の下限以上となりましたので、当該

公開買付けは成立しました。当該公開買付け成立後、2025 年 8 月 22 日に富士

通ゼネラルの自己株式取得により、富士通が保有する富士通ゼネラル株式の譲

渡が完了しました。一連の取引の結果、富士通ゼネラルは富士通の持分法適用

範囲から外れております。 

  



また、富士通は、富士通ゼネラル株式の売却益 40,017 百万円を、第 126 期中

間連結会計期間の要約中間連結損益計算書上、持分法による投資利益に計上し

ております。 

 

オ． 株式報酬としての自己株式処分の件 

富士通は、2025 年 7 月 30 日開催の取締役会決議において、株式報酬として

自己株式を処分することを決議しました。 

I. 国内募集による自己株式処分の概要 

a 処分期日 2025 年 8 月 25 日 

b 処分する株式の種類および数 

 富士通の普通株式 636,611 株 

c 処分価額 1 株につき 3,220 円 

d 処分価額の総額 2,049,887,420 円 

e 割当予定先 富士通の役員および従業員(※1) 

 114 名 443,328 株 

 富士通国内子会社の役員および従業員(※1） 

 72 名  193,283 株 

 計 186 名 636,611 株 

 ※1 退任または退職者を含む。また、「役員」 

には取締役を含む。 

 

II. 海外募集による自己株式処分の概要 

a 処分期日 2025 年 8 月 25 日 

b 処分する株式の種類および数 

 富士通の普通株式 111,959 株 

c 処分価額 1 株につき 3,220 円 

d 処分価額の総額 360,507,980 円 

e 割当予定先 富士通海外子会社に所属する者 4 名 

富士通に所属する者および富士通国内子会社

に所属する者(※2)  11 名 

計 15 名 111,959 株 

※2 富士通海外子会社への出向者を含む。 

 

カ． 株式会社ブレインパッド株式に対する株式公開買付けの件 

富士通は、2025 年 10 月 30 日開催の取締役会において、株式会社ブレインパ

ッド（以下「ブレインパッド」という）の普通株式を公開買付けにより取得す

ることを決議し、2025 年 10 月 31 日から 2025 年 12 月 15 日までの期間におい

て当該公開買付けを実施しました。 

当該公開買付けにおいては、当該公開買付けに応募された株券等（以下「応

募株券等」という）の総数が買付予定数の下限（13,883,800 株）に満たない場

合は、応募株券等の全部の買付け等を行わない旨の条件を付しておりましたが、



応募株券等の総数（18,044,811 株）が買付予定数の下限以上となりましたので、

1 株あたり 2,706 円の価格で応募株券等の全部の買付け等を行いました。当該

公開買付けの成立により、富士通はブレインパッドの発行済株式の 80.92％を

保有する株主となっております。 

なお、富士通は、ブレインパッドを富士通の完全子会社とすることを目的と

する取引の一環として当該公開買付けを実施したため、プレインパッドの普通

株式の併合を行うこと等を付議議案に含む臨時株主総会を開催することを、ブ

レインパッドに要請する等のスクイーズアウト手続を実施する予定です。 

 

キ． 完全子会社との吸収分割契約締結の件 

富士通は、2025 年 12 月 23 日に、富士通フロンテック株式会社（以下「FTEC」

という）との間で、2026 年 4 月 1 日を効力発生日として、富士通が FTEC の

流通製品・流通関連サービス事業、静脈認証関連事業および RFID 関連事業を

承継する吸収分割契約を締結いたしました。 

 

ク． 完全子会社との吸収合併契約締結の件（本件合併） 

富士通は、2025 年 12 月 23 日に、当社との間で、本件合併に係る吸収合併契

約を締結いたしました。 

 

(2) 吸収合併消滅会社の最終事業年度の末日後に生じた会社財産の状況に重要な影響を与え

る事象の内容 

① 株式会社 FTHR プロフェショナルズとの吸収分割契約締結の件 

当社は、2025 年 5 月 29 日に、株式会社 FTHR プロフェショナルズとの間で、

2025 年 8 月 1 日を効力発生日として、同社が当社のオフィス事業、エステート事

業、リテイル事業及びトラベル事業を承継する吸収分割契約を締結いたしました。 

 

② ALSOK ファシリティーズ株式会社との吸収分割契約締結の件 

当社は、2025 年 7 月 8 日に、ALSOK ファシリティーズ株式会社（以下

「ALSOK ファシリティーズ」という）との間で、2025 年 9 月 1 日を効力発生日と

して、ALSOK ファシリティーズが当社のセキュリティ事業、エコロジー事業並び

にファシリティオペレーション及びグリーンファシリティ事業、グラウンド管理事

業を承継する吸収分割契約を締結いたしました。 

 

③ 完全子会社の事業譲渡および解散決定の件 

 当社の子会社である富士通栃木コンストラクション株式会社は、2025 年 7 月 8

日に、同社の全事業を ALSOK ファシリティーズに譲渡する事業譲渡契約を締結し

ました。また、2025 年 9 月 16 日開催の株主総会において、解散を決議いたしまし

た。 

 

④ 完全子会社の事業譲渡および解散決定の件 

 当社の子会社である富士通北信コンストラクション株式会社は、2025 年 7 月 8



日に、同社の全事業を ALSOK ファシリティーズに譲渡する事業譲渡契約を締結し

ました。また、2025 年 9 月 16 日開催の株主総会において、解散を決議いたしまし

た。 

 

⑤ 完全親会社との吸収合併契約締結の件（本件合併） 

当社は、2025 年 12 月 23 日に、富士通との間で、本件合併に係る吸収合併契約

を締結いたしました。 

 

6. 吸収合併存続会社の債務の履行の見込みに関する事項 

本件合併後の富士通の資産の額は、負債の額を充分に上回ることが見込まれます。 

また、本件合併後の富士通の事業活動において、富士通が負担すべき債務の履行に支障を

及ぼす事態の発生は現在予想されておりません。 

以上により、本件合併の効力が生ずる日以降における富士通の債務につき、履行の見込み

はあるものと判断いたしました。 

 

 

以 上 
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富 士 通 株 式 会 社 

 

 

 

富士通ホーム&オフィスサービス株式会社

別紙1 



合 併 契 約 書 

 
富士通株式会社（以下、「甲」という）と富士通ホーム&オフィスサービス株式会社（以下、

「乙」という）とは、合併に関し次のとおり契約を締結する。 

 

第１条（合併の方法） 

甲および乙は、本契約に従い、甲を吸収合併存続会社とし、乙を吸収合併消滅会社とし

て合併を行う（以下、「本合併」という）。 

 

第２条（合併をする会社の商号および住所） 

（１）甲（吸収合併存続会社）

商号：富士通株式会社 

住所：神奈川県川崎市中原区上小田中四丁目１番１号 

（２）乙（吸収合併消滅会社） 

商号：富士通ホーム&オフィスサービス株式会社            

住所：神奈川県川崎市中原区下小田中二丁目１２番５号 

 

第３条（合併による新株式の発行および割当） 

乙は、甲の完全子会社であるため、甲は、本合併に際して新株式の発行および金銭等の

交付は行わない。 

 

第４条（増加すべき資本金および準備金） 

本合併に際して甲の資本金および資本準備金は増加しない。 

 
第５条（承認総会） 

１．甲は、会社法第７９６条第２項の規定により、同法第７９５条第１項の株主総会の承

認を得ないで本合併を行う。 

２．乙は、会社法第７８４条第１項の規定により、同法第７８３条第１項の株主総会の承

認を得ないで本合併を行う。 

 

第６条（効力発生日） 

本合併の効力発生日は、２０２６年４月１日とする。なお、本合併の手続進行上の必要 



性その他の理由により、甲乙協議のうえ、効力発生日を変更することができる。 

 
第７条（財産および権利義務の引継ぎ） 

乙は、２０２５年３月３１日現在の貸借対照表その他同日現在の計算を基礎とし、これ

に効力発生日に至るまでの増減を加除した資産、負債および権利義務の一切を、効力発生

日に甲に引き継ぎ、甲はこれを承継する。 

 

第８条（会社財産の善管注意義務） 

甲および乙は、本契約締結後、効力発生日に至るまで、それぞれ善良なる管理者の注意

をもって業務の執行および財産の管理、運営を行うものとし、その財産または権利義務に

重大な影響を及ぼす行為については、あらかじめ甲乙協議し合意のうえ、これを行うもの

とする。 

 

第９条（従業員の処遇） 

効力発生日における乙の従業員は、全員甲が雇用するものとし、勤続年数については、

乙における年数を通算する。その他の取扱いについては、別途甲乙協議のうえ、これを決

定する。 

 

第１０条（事情変更の場合） 

本契約締結後、効力発生日までの間に、天災地変その他の事由により、甲または乙の財

産もしくは経営状態に重大な変動が生じたときは、甲乙協議のうえ本合併条件を変更し、

または本契約を解除することができる。 

 

第１１条（協 議） 

本契約に定めのない事項または本契約に定める各条項に疑義を生じた場合、その他本合

併に関し必要な事項については、本契約の趣旨に基づき甲乙協議のうえ、これを決定する。 



本契約締結の証として本書１通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、甲が原本を保有し、

乙はその写しを保有する。 

 

２０２５年１２月２３日 

 

 

 
 

神奈川県川崎市中原区上小田中四丁目１番１号

甲 富士通株式会社 

代表取締役社長 時田 隆仁 
 

 

 
 

神奈川県川崎市中原区下小田中二丁目１２番５号 

乙 富士通ホーム&オフィスサービス株式会社 

代表取締役社長 髙須 恵一 



別紙２ 

 
 
 
 
 
 
 
 

吸収合併存続会社の最終事業年度に係る計算書類等 
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表紙

【交付書面】

第125期 報告書
株主の皆様へ

自 2024年４月１日　至 2025年３月31日
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株主のみなさまへ

　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　ここに第125期（自 2024年4月1日　至 2025年3月31日）の報告書をお届けするにあたりまして、ご挨拶申しあ
げます。
　当社グループは、「イノベーションによって社会に信頼をもたらし、世界をより持続可能にしていく」というパーパ
ス（存在意義）の実現に向けて、「地球環境問題の解決」、「デジタル社会の発展」、「人々のウェルビーイングの向
上」の3つの分野をマテリアリティ（必要不可欠な貢献分野）として定め、この3つの分野において13の重点課題を設
定し、全ての企業活動を通じて取り組んでおります。
　また、当社グループは、2023年度から2025年度までの3年間を2030年およびそれ以降の目指す姿の実現に向けて
持続的な成長と収益力向上のモデルを構築する期間として位置付けた3か年の中期経営計画を定めており、その達成に
向けた取り組みを進めております。2025年における当社のあるべき姿と、ステークホルダーへの提供価値の最大化を
実現するため、事業モデル・ポートフォリオ戦略、カスタマサクセス戦略/地域戦略、テクノロジー戦略、リソース戦
略の4つの重点戦略に沿って施策を推進しております。
　当期においては、主力セグメントであるサービスソリューションでは、Fujitsu Uvanceおよびモダナイゼーション
ビジネスを中心に、事業の拡大を進めました。当期のFujitsu Uvance全体の売上収益は、当初計画を超え前期比31％
増の4,828億円となり、サービスソリューションの売上収益全体に占める割合も着実に拡大しました。ハードウェアソ
リューションでは、経営判断の迅速化と徹底した効率化を追求すべく主要事業の分社化を実施しました。ノンコア事業
の譲渡についても計画通り進捗し、事業ポートフォリオ変革を確実に進めております。また、AIやコンピューティン
グを中心に、サービスの差別化につながる技術の強化および戦略的な提携を実施しました。
　さらに、非財務分野における評価指標として環境、お客様、生産性、そして人材の4項目に関する目標を定めたうえ
で、継続的に各評価の改善に取り組みました。
　今後も、コンサルティングビジネスやAIなどを活用してFujitsu Uvanceを拡大し、生成AIを積極活用してグローバ
ルで最適なデリバリー体制を確立させるなどして、サービスソリューションの拡大と事業ポートフォリオのシフトを進
めてまいります。

代表取締役社長

　当期の業績について、営業利益は、主に前期において構造改革に伴う一
過性の損失があった影響により増益となりました。当期における一過性の
損益等を控除した調整後営業利益についても、サービスソリューションに
おける増収効果および生産性向上の着実な取り組みにより、増益となりま
した。また、当期利益は、前期に上記構造改革に伴う繰延税金資産の計上
による税金費用の減少があった影響により減益となったものの、当期にお
ける一過性の損益等を控除した調整後当期利益では過去最高益となりまし
た。当期の業績の詳細は、本報告書の3頁をご覧ください。
　こうした当期の実績・業績や財務状況などを踏まえ、当期の年間配当に
ついては、2024年4月に公表した計画のとおり1株当たり28円とさせてい
ただきます。前期の年間配当から2円の増配であり、9期連続の安定的かつ
着実な増配となります。
　2025年度も、経営方針の達成およびその先のパーパス実現に向け、社
会全体やお客様に提供する価値の創造とそのための変革をより一層推進
し、当社の企業価値向上に邁進していく所存です。また、当社のキャピタ
ルアロケーションポリシーのもと、安定的な配当および資本効率も意識し
た自己株式の取得を積極的に行い、総還元額を拡大してまいります。
　株主の皆様におかれましては、なにとぞ倍旧のご指導、ご⽀援を賜りま
すようお願い申しあげます。

2025年5月

　

株主の皆様へ
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主要な事業内容

事業報告

１ 企業集団の現況（自　2024年4月1日　至　2025年3月31日）
（1）主要な事業内容（2025年3月31日現在）

セグメント 主要製品・サービス

サービス
ソリューション

＜サブセグメント＞
　・グローバルソリューション
　・リージョンズ（Japan）
　・リージョンズ（海外）

　●コンサルティングサービス（ビジネスコンサルティング、テクノロジーコンサル
ティング）
　●クラウドサービス（IaaS、PaaS、SaaS等）
　●システムインテグレーション（システム構築、モダナイゼーション等）
　●ソフトウェア（業務アプリケーション・ミドルウェア）
　●ソフトウェアサポートサービス
　●ビジネスプロセスアウトソーシング
　● ITサービス（データセンター、ネットワークサービス、セキュリティサービス、
車載情報システム等）
　●マネージドサービス（システム運用管理、アプリケーション運用管理、サービス
デスク等）

ハードウェア
ソリューション

　●システムプロダクト（UNIXサーバ、基幹IAサーバ、PCサーバ、OS、ストレー
ジ、メインフレーム、フロントテクノロジー等）
　●ネットワークプロダクト（モバイルシステム、フォトニクスシステム、IPネットワー
ク機器等）
　●ハードウェアサポートサービス（システムプロダクト・ネットワークプロダクトの
サポート）
　●システムサポートサービス（情報システムおよびネットワークの保守・監視サー
ビス等）

ユビキタス
ソリューション 　●パソコン

　当社グループ（当社および連結子会社）は、日本を含む世界の各地域で事業を展開し、グローバルにデジタルサービ
スを提供しております。当社グループの主要な事業は、「サービスソリューション」、「ハードウェアソリューショ
ン」および「ユビキタスソリューション」の３つのセグメントにより構成されております。
　なお、当社は、新光電気工業株式会社およびFDK株式会社により主に構成される「デバイスソリューション」に関
し、当期において、①当社が保有する新光電気工業株式会社の株式の全部を2025年度に譲渡する見込みとなったこ
と、および②当社が保有するFDK株式会社の株式の一部を譲渡したことなどに基づき、当期より「デバイスソリューシ
ョン」を非継続事業に分類しております。
　（注）当社による新光電気工業株式会社の株式の全部譲渡の予定および当社によるFDK株式会社の株式の一部譲渡の概要については、９頁の「（５）

重要な企業再編等の状況」に記載しております。

　各セグメントにおける主要な製品およびサービスは次のとおりです。

（注）当社は、当期より「デバイスソリューション」を非継続事業に分類しております。
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事業の経過および成果

全般的な概況

売上収益 営業利益
[営業利益率]

調整後営業利益
[調整後営業利益率]

親会社所有者
帰属当期利益

調整後親会社所有者
帰属当期利益

3 兆5,501億円
　

2,650億円
[7.5％]

　

3,072 億円
[8.7％]

　
2,198 億円

　
2,409 億円

　

+731億円
(+2.1％)

［ 前期比 ］

　　

+1,157 億円
(+77.5％)

［ 前期比 ］

　　

+419億円
(+15.8％)

［ 前期比 ］

　　

△346億円
(△13.6％)

［ 前期比 ］

　　

+51億円
(+2.2％)

［ 前期比 ］

　　

（2）事業の経過および成果

（注）売上収益は外部顧客に対する売上収益です。
（注）調整後営業利益は、営業利益から、事業再編、事業構造改革、M&A等に伴う損益および制度変更等による一過性の損益を控除した、本業での実

質的な利益を示す指標です。
（注）調整後の親会社の所有者に帰属する当期利益は、親会社の所有者に帰属する当期利益から、事業再編、事業構造改革、M&A等に伴う損益および

制度変更等による一過性の損益ならびにこれらに係る税金相当（調整項目）を控除した利益指標です。
（注）当社は、当期より「デバイスソリューション」を非継続事業に分類しております。これにより、売上収益、営業利益および調整後営業利益は、非

継続事業を除いた継続事業の金額を表示しております。なお、前期比は、前期の金額を同様に組み替えたうえで算出し、表示しております。

　当期の売上収益は3兆5,501億円（前期比2.1％増）となりました。当社の主力セグメントである「サービスソリュー
ション」において、国内市場を中心にDX（デジタルトランスフォーメーション）ビジネスやモダナイゼーションビジ
ネスなどの受注が大きく増加したことなどにより、増収となりました。
　当期の営業利益は2,650億円（前期比1,157億円増）となりました。主に前期において、海外リージョンを中心とし
た構造改革の実施に伴う一過性の損失があった影響により、増益となりました。また、この営業利益には、当期に実施
した人事施策およびM&A等に伴う一過性の損失421億円（注）が含まれております。この一過性の損失を控除した、
本業での実質的な利益を示す調整後営業利益は3,072億円（前期比419億円増）となりました。「サービスソリューシ
ョン」における増収効果に加え、国内サービスの採算性改善を着実に進めたことなどにより、増益となりました。
　当期の金融収益、金融費用および持分法による投資利益をあわせた金融損益等は、主に、持分法による投資利益の減
少により、83億円（前期比79億円減）となりました。
　この結果、当期の税引前利益は2,734億円（前期比1,078億円増）となりました。
　また、親会社の所有者に帰属する当期利益は、2,198億円（前期比346億円減）となりました。主に前期において、
海外リージョンを中心とした構造改革の実施に伴う繰延税金資産の計上による税金費用の減少があった影響により、減
益となりました。また、この当期利益から、当期における一過性の損益等を控除した調整後の親会社の所有者に帰属す
る当期利益では2,409億円（前期比51億円増）と、過去最高益となりました。
　なお、当社は、当期より「デバイスソリューション」を非継続事業に分類しております。これにより、売上収益、営
業利益、調整後営業利益、金融損益、持分法による投資利益および税引前利益は、非継続事業を除いた継続事業の金額
を表示しております。また、前期比は、前期の金額を同様に組み替えたうえで算出し、表示しております。
（注）主に、人材ポートフォリオ変革に向けた一過性の費用（約400億円）、富士通コミュニケーションサービス株式会社の株式譲渡に伴う一過性の利

益（約140億円）およびM&A関連費用等の当期における一過性の損益を合計した金額です。
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事業の経過および成果

セグメント別の概況

サービスソリューション

19,842 

1,629 

21,375 

2,372 

2022年度 2023年度

22,459
2,899

2024年度
（当期）

11.1%8.2%
12.9%

■売上収益(億円） ■調整後営業利益(億円） 　　調整後営業利益率(％） 2022年度 2023年度 2024年度
売上収益内訳
グローバルソリューション 4,072 4,803 5,112

リージョンズ（Japan） 11,946 12,621 13,104

リージョンズ（海外） 5,817 6,041 5,897

セグメント内消去 △1,993 △2,091 △1,654

調整後営業利益内訳
グローバルソリューション 50 137 56

リージョンズ（Japan） 1,477 2,131 2,603

リージョンズ（海外） 103 103 239
　

2023年度 2024年度

（12.9％）
2,899億+483億

+465億
（11.1％）
2,372億 投資拡大等

（Fujitsu Uvance
開発費等）

△421億

売上収益 +1,084億 ／ 損益 +527億

増収効果
（売上収益 +1,084億
売上伸長率 +5%）
国内 +8%
海外 △2%

採算性改善
（売上総利益率 +1.9%）
23年 34.8% → 24年 36.7%

調整後営業利益の変動内訳
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事業の経過および成果

　「サービスソリューション」における当期の売上収益は、2兆2,459億円（前期比5.1％増）となりました。国内市場
を中心にDXビジネスやモダナイゼーションビジネスが力強く伸長しました。事業成長とポートフォリオ変革の要と位
置付けているFujitsu Uvanceの売上収益は、4,828億円（前期比31％増）となり、受注実績も5,486億円（前期比
31％増）と大きく増加しました。これに伴い、「サービスソリューション」全体に占めるFujitsu Uvanceの売上収益
構成比は、前期の17％から21％に拡大しました。また、モダナイゼーションビジネスは当期より需要が本格化し、売
上収益は2,010億円（前期比70％増）と大きく増加しました。
　調整後営業利益は、2,899億円（前期比527億円増）と、過去最高益となりました。国内市場の増収効果に加えて、
グローバルデリバリーセンターを通じたオフショア活用や開発プロセスの標準化および自動化などの生産性向上の取り
組みを着実に進めたことにより、採算性が改善しました。Fujitsu Uvanceのオファリング開発、モダナイゼーション
ビジネスに関わる知見の集約など、事業成長に直結する投資を拡大したほか、セキュリティ対策やリスキリングへの取
り組みも拡大したものの、上記の増益要因の影響が大きく、全体では大幅な増益となりました。
（注）「グローバルデリバリーセンター（GDC）」：当社が世界に展開している、オフショア開発その他のサービスの提供を行う拠点。

＜サブセグメント＞
　「グローバルソリューション」においては、Fujitsu Uvanceが順調に売上収益を拡大したことにより、前期比6.4％
の増収となりました。調整後営業利益は、オファリング開発投資やモダナイゼーションビジネスに関わる知見の集約な
どのサービスデリバリーの標準化に向けた投資を強化した結果、前期から80億円の減益となりました。
　「リージョンズ（Japan）」においては、DXビジネスやモダナイゼーションビジネスの受注が拡大し、前期比3.8％
の増収となりました。調整後営業利益は、増収効果に加え、採算性も向上し、前期から471億円の増益となりました。
　「リージョンズ（海外）」においては、ドイツにおけるプライベートクラウド事業の譲渡などにより前期比2.4％の
減収となりました。調整後営業利益は、事業ポートフォリオ変革の効果により、前期から136億円の増益となりまし
た。
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事業の経過および成果

ハードウェアソリューション
　「ハードウェアソリューション」における当期の売上
収益は1兆1,199億円（前期比1.1％増）となりました。
システムプロダクトでは前期の国内におけるサーバおよ
びストレージの大型商談の反動影響があった一方で、為
替の影響もあり前期比1.4％の増収となりましたが、ネ
ットワークプロダクトでは基地局および伝送装置の需要
が低調であったこともあり、前期並みの売上収益となり
ました。調整後営業利益は、システムプロダクトにおけ
る為替影響による部材調達コストの増加およびネットワ
ークプロダクトにおける次の成長サイクルに向けた開発
投資の影響等により613億円（前期比223億円減）とな
りました。

11,323 

1,126

11,080 

836 

2022年度 2023年度

11,199

613

2024年度
（当期）

7.6％
9.9％

5.5％

■ ■売上収益(億円） 調整後営業利益(億円） 　　調整後営業利益率(％）

ユビキタスソリューション
　「ユビキタスソリューション」における当期の売上収
益は、2024年4月をもって、低採算であった欧州ビジネ
スを終息したことにより、2,517億円（前期比7.9％減）
となりました。調整後営業利益は、国内ビジネスへの集
中により、採算性が改善し、313億円（前期比71億円
増）となりました。

2,860 

86

2,733 

242 

2022年度 2023年度

2,517

313

2024年度
（当期）

8.9％

3.0％

12.5％

■ ■売上収益(億円） 調整後営業利益(億円） 　　調整後営業利益率(％）

●消去・全社について
　「消去・全社」は、各セグメントに属さない全社共通の先進的先行研究開発、グローバルグループベースでの社内
DX投資等のグループ共通の事業成長投資、共用資産等の売廃却およびセグメント間売上収益の消去を計上しておりま
す。
　「消去・全社」の調整後営業利益は753億円の損失となり、前期比で43億円の費用減となりました。AIやコンピュ
ーティング等の先進的先行研究の強化や経営基盤強化に向けたOneFujitsuプログラムの推進、セキュリティの強化
等、中長期的な事業成長に資する投資を計画的に実施しております。一方で、人材ポートフォリオ変革につながる人材
最適配置などを進めることで、生産性の向上も進めました。

（注）各セグメントの売上収益にはセグメント間の内部売上収益を含みます。
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企業集団の直前３事業年度の財産および損益の状況の推移

区分 2021年度
（第122期）

2022年度
（第123期）

2023年度
（第124期）

2024年度
（当期）

売上収益 （億円） 35,868 37,137 34,769 35,501

営業利益 （億円） 2,192 3,356 1,493 2,650

営業利益率 （%） (6.1) (9.0) (4.3) (7.5)

親会社所有者帰属当期利益 （億円） 1,826 2,151 2,544 2,198

基本的1株当たり当期利益 （円） 92.42 110.76 135.59 120.93

資産合計 （億円） 33,318 32,655 35,148 34,978

親会社所有者帰属持分 （億円） 15,907 15,868 17,523 17,409

親会社所有者帰属持分比率 （%） (47.7) (48.6) (49.9) (49.8)

1株当たり親会社所有者帰属持分 （円） 809.47 842.54 952.76 979.53

フリー・キャッシュ・フロー （億円） 1,890 1,775 1,519 2,147

（3）企業集団の直前3事業年度の財産および損益の状況の推移
　当社は、当期より「デバイスソリューション」を非継続事業に分類しております。これにより、当期の売上収益お
よび営業利益は、非継続事業を除いた継続事業の金額を表示しております。なお、前期（第124期）についても同様に
組み替えて表示しております。

（注）当社は、会社計算規則第120条第1項に基づき、IFRS（国際財務報告基準）に従って連結計算書類を作成しております。
（注）当社は、2024年4月1日付で1株につき10株の割合で株式分割を実施しました。「基本的1株当たり当期利益」および「1株当たり親会社所有者帰

属持分」については、第122期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、算出しております。
（注）フリー・キャッシュ・フローは、営業活動および投資活動によるキャッシュ・フローを合わせたものです。
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（4）重要な子会社等の状況（2025年3月31日現在）

会社名 議決権比率
〔％〕 所在地 主要な事業内容

サービスソリューション（ハードウェアプロダクト、ユビキタス製品の販売を除く）

富士通Japan㈱ 100 川崎市幸区
自治体、医療・教育機関、および民需分野のソリューション・SI、パッケー
ジの開発から運用までの一貫したサービス提供。AIやクラウドサービス、ロ
ーカル5Gなどを活用したDXビジネスの推進

富士通ネットワークソリューショ
ンズ㈱ 100 川崎市幸区 ネットワークシステムの企画、コンサルティング、設計・施工管理、運用・

保守およびサービスの提供
富士通ディフェンス＆ナショナル
セキュリティ㈱ 100 川崎市中原区 安全保障に関する情報通信システムの研究、開発、構築および保守ならびに

情報通信システム向け機器およびソフトウェアの開発、製造、販売

Ridgelinez㈱ 100 東京都千代田区 デジタルトランスフォーメーションに関するコンサルティングおよび調査研
究活動

㈱トランストロン 51.00 横浜市港北区 自動車関連エレクトロニクス製品および車載用情報機器の開発、製造および
販売ならびにサービスの提供

Fujitsu Technology Solutions 
(Holding) B.V. 100 オランダ

コンサルティングならびにシステム構築、保守および運用に関する各種サー
ビスの提供ならびに情報システム向け機器およびソフトウェアの販売

Fujitsu Services Holdings PLC 100 英国
Fujitsu North America, Inc. 100 米国
Fujitsu Australia Limited 100 オーストラリア
Fujitsu Asia Pte. Ltd. 100 シンガポール

GK Software SE 96.33
（96.33） ドイツ 小売業向けソフトウェア製品の開発、販売ならびに関連サービスの提供

ハードウェアソリューション（ユビキタス製品の製造販売を除く）

エフサステクノロジーズ㈱ 100 川崎市中原区 サーバおよびストレージの開発、製造、販売および保守ならびにネットワー
ク製品の販売および保守。法人向けPCの販売

富士通フロンテック㈱ 100 東京都稲城市 フロントテクノロジー製品および関連ソリューション・サービスの提供
富士通テレコムネットワークス㈱ 100 栃木県小山市 ネットワーク機器およびネットワークシステム等の製造
Fujitsu Network 
Communications, Inc. 100 米国 ネットワーク機器・システムの開発、製造、販売および工事ならびに関連す

るサービスの提供
ユビキタスソリューション

㈱富士通パーソナルズ 100 川崎市中原区 パソコン等の販売およびサービスの提供

　各セグメントに属する重要な子会社等の状況は、以下のとおりです。

（注）議決権比率の（ ）内の数字は間接保有割合を示しており、議決権比率の内数です。
（注）㈱富士通エフサスは、2024年4月1日付で、エフサステクノロジーズ㈱に商号を変更しております。
（注）当社は、当期より「デバイスソリューション」を非継続事業に分類しております。

＜持分法適用関連会社＞
　㈱富士通ゼネラル〔44.04〕、富士通クライアントコンピューティング㈱〔49.00〕、FLCS㈱〔20.00〕等
（注）会社名の後の〔 〕内の数字は議決権比率（単位：％）です。
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（5）重要な企業再編等の状況
①当社は、2024年4月1日付で、当社のサーバ、ストレージおよびエンタープライズネットワークの開発・製造・販

売・保守事業ならびに法人向けパソコンの直接販売事業を吸収分割により当社連結子会社であるエフサステクノロジ
ーズ株式会社へ承継し、また、エフサステクノロジーズ株式会社のメインフレームおよびUNIXサーバの保守事業な
らびにインフラ構築サービス事業を吸収分割により当社が承継しました。

②当社は、2025年2月12日付で、閎暉實業股份有限公司との間で、同社によるFDK株式会社（以下、FDK）に対する
公開買付けに応募する旨の応募契約を締結しました。その後、2025年3月13日付で閎暉實業股份有限公司による上
記公開買付けが成立したことに伴い、当社は2025年3月21日付で、当社が保有するFDK株式の一部を閎暉實業股份
有限公司に譲渡しました。これにより、FDKは、当社の連結子会社ではなくなりました。

③当社は、2023年12月12日付で、JICC-04株式会社との間で、同社による新光電気工業株式会社（以下、新光電気工
業）に対する公開買付けが成立することを前提として、新光電気工業による自己株式取得を通じて、当社が保有する
新光電気工業株式の全部を新光電気工業に譲渡する旨の取引基本契約を締結しました。その後、2025年3月18日付
でJICC-04株式会社による上記公開買付けが成立したことに伴い、当社は2025年度において、当社が保有する新光
電気工業株式の全部を新光電気工業に譲渡する見込みとなっております。

④当社は、2025年1月6日付で、株式会社パロマ・リームホールディングスとの間で、同社による株式会社富士通ゼネ
ラル（以下、富士通ゼネラル）に対する公開買付けが成立することを前提として、富士通ゼネラルによる自己株式取
得を通じて、当社が保有する富士通ゼネラル株式の全部を富士通ゼネラルに譲渡する旨の取引基本契約を締結しまし
た。株式会社パロマ・リームホールディングスによる上記公開買付けの期間は、2025年4月28日から2025年5月
28日までを予定しております。

（注）閎暉實業股份有限公司（Silitech Technology Corporation）は、電子部品の製造を手掛ける台湾拠点の企業グループであるPSAグループを構成
する企業の1つです。

（注）JICC-04株式会社は、株式会社産業革新投資機構の完全子会社であるJICキャピタル株式会社が運営するファンドの子会社です。

（6）設備投資の状況
　当期において、515億円（前期比0.5%増）の設備投資を行いました。
「サービスソリューション」では、データセンター設備を含むサービス事業の関連設備等を中心に250億円を投資しま
した。
（注）当社は、当期より「デバイスソリューション」を非継続事業に分類しております。これにより、設備投資額は、非継続事業を除いた継続事業の金

額を表示しております。なお、前期比は、前期の金額を同様に組み替えたうえで算出し、表示しております。

（7）資金調達の状況
　当期において、募集株式の発行、社債の発行などによる特記すべき資金調達は実施しておりません。

（8）対処すべき課題
　当社グループは、社会における存在意義、パーパスを「イノベーションによって社会に信頼をもたらし、世界をより
持続可能にしていくこと」と定めております。パーパス実現に向けて必要不可欠な貢献分野であるマテリアリティを、
地球環境問題の解決、デジタル社会の発展、人々のウェルビーイングの向上の3分野に定め、この3分野において重点
的に取り組むべき13の課題を設定しました。全社でマテリアリティへの取り組みを推進し、当社グループの企業価値
向上と持続可能な世界の実現を目指しております。
　また、2030年に向けて、クロスインダストリーでサステナビリティに貢献するデジタルサービスを提供して、社会･
お客様･株主様･社員などのステークホルダーにとってネットポジティブを実現するテクノロジーカンパニーになる、と
いうビジョンを定めております。このネットポジティブとは、社会に存在する富士通が、財務的なリターンの最大化に
加え、地球環境問題の解決、デジタル社会の発展、そして人々のウェルビーイングの向上というマテリアリティに取り
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組み、テクノロジーとイノベーションによって、社会全体へのインパクトをプラスにすること、と定義しております。
　財務資本、人的資本といった資本を投入し、重点戦略に沿ってマテリアリティに取り組み、財務・非財務の両面でア
ウトプットやアウトカムを生み出し、それをまたインプットとして投じる、これを継続することでステークホルダーへ
の提供価値の向上を図ってまいります。

【市場環境】
　当社グループをとりまく市場環境については、従来型の基幹システムなどの既存IT市場は、引き続き緩やかに縮小し
ていくと予測されています。一方で、レガシーシステムのモダナイゼーションや、クラウド化・デジタル化への投資
は、今後も堅調に増えると予測されています。さらには、生成型AI（人工知能）に代表されるAIなどのテクノロジーや
データ分析・活用といった業務の高度化に向けた投資は、社会や企業の成長・発展へのニーズに加えて、社会システム
や産業構造の変化に対するニーズも加わることで、今後も拡大すると想定されています。

【2025年度までの中期経営計画について】
　このような状況のもと、当社グループは、2023年度から2025年度までの3年間を2030年およびそれ以降の目指す
姿の実現に向けて持続的な成長と収益力向上のモデルを構築する期間として位置付けた3か年の中期経営計画を定めて
おり、その達成に向けた取り組みを進めております。
　2025年における当社のあるべき姿と、ステークホルダーへの提供価値の最大化を実現するため、事業モデル・ポー
トフォリオ戦略、カスタマサクセス戦略/地域戦略、テクノロジー戦略、リソース戦略の4つの重点戦略に沿って施策を
推進しております。

【2024年度の進捗と2025年度以降の取り組み】
　2024年度における、４つの重点戦略ごとの主な取り組みは以下の通りです。1つ目は、事業モデル・ポートフォリ
オ戦略における、Fujitsu Uvanceを中心とするサービスソリューションの拡大およびハードウェアソリューションの
基盤強化です。
　サービスソリューションでは、売上収益に占めるFujitsu Uvanceの割合が伸長しています。Fujitsu Uvanceの
2024年度の売上収益は、当初計画の4,500億円を上回る4,828億円となり、2023年度の3,679億円から31％増と伸
長しました。2024年度は、2023年度より堅調に伸長しているテクノロジー基盤のHorizontal領域の売上収益に加え
て、市場をクロスインダストリーでとらえるVertical領域の売上収益が伸長し、Fujitsu Uvance全体の売上収益に占
めるVertical領域の売上収益の割合が2023年度の32％から36％へと増加しました。また、当社のコンサルティング事
業ブランド「Uvance Wayfinders」が立ち上がり、コンサルティング主導によって従来のSI商談から商談の質が変化
し、お客様経営変革のアジェンダ策定から実装までをリードする商談も生まれております。また、Fujitsu Uvanceの
オファリングのグローバルでの標準化や、商談のリカーリング比率も着実に伸長しました。2025年度は、コンサルテ
ィングビジネスや、AI、パートナーソリューションなども活用したFujitsu Uvanceのオファリングの拡充を進め、商
談の質・量ともに改善を図ってまいります。
　また、ハードウェアソリューションでは、当社グループ内に分散するハードウェアソリューションに関する研究開発
から製造、販売、運用・保守といった一連の機能を集約・分社化することで、グローバルでの競争力強化を図っており
ます。2024年4月にサーバ・ストレージ事業を担うエフサステクノロジーズ株式会社を設立しました。2025年7月に
は、ネットワークプロダクト事業を担う1FINITY株式会社を設立予定です。AIが、今後ますます存在感を増し、欠かせ
ないものとなっていく中、そのデータ活用を支えるハードウェアソリューションも、同じスピードでの進化や実用化が
求められています。テクノロジー企業として、今後も各ソリューションの最適な提供体制を検討してまいります。
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　2つ目は、カスタマサクセス戦略/地域戦略における、モダナイゼーションビジネスの推進および海外ビジネスの変革
です。
　モダナイゼーションビジネスは、受注、売上ともに順調に拡大しており、2024年度の売上収益は前期比86％増の大
幅伸長となりました。2024年度は、リソースの効率的かつ機動的なアサインや、当社でモダナイゼーションマイスタ
ーと認定している専門人材の育成のほか、言語の自動変換ツールの整備など、業務の高度化、効率化を図りました。
2025年度は、Fujitsu Uvanceにつながるモダナイゼーションとして、Fujitsu UvanceのHorizontalのソリューショ
ンを統合した、デジタルトランスフォーメーションの提案を加速させます。併せて、引き続き生成AIを活用した効率
化、自動化を行い、競争力を高めてまいります。
　また、海外ビジネスについては、2024年度のリージョンズ（海外）セグメントの全体の売上収益は5,897億円、
2023年度から約2.4％減となりましたが、事業ポートフォリオ変革や構造改革の効果により、営業利益率は2023年度
の1.7％から、4.1％へと改善しました。各地域の状況として、Europeリージョンは、2025年度の構造改革完了に向
けて、引き続き採算性の低い事業のカーブアウトや地域戦略の見直しなどを行いました。Americasリージョンは、サ
ービスビジネスに注力しており、2024年度にコンサルティング事業を立ち上げました。Asia Pacificリージョンは、
より採算性の高いビジネスおよび地域にフォーカスしていくため、構造改革に着手しております。その一環として、
2025年4月より、リージョンではなく、各国ごとの体制へと変更しております。2025年度は、引き続き利益体質に向
けた構造改革を進めるとともに、Fujitsu Uvanceを中心とするサービスビジネスの拡大を図り、全エリアにおいて収
益性の向上を図ってまいります。
　3つ目は、テクノロジー戦略におけるコアテクノロジーの強化です。AI、コンピューティングを中心に、外部パート
ナーとの戦略的な提携も行いながら、サービスの差別化につながる技術の強化を行っております。
　AIは、引き続き生成AIを中心に強化を進めております。2024年7月に、カナダのCohere Inc.との戦略的パートナー
シップを発表し、同社と共同開発した、高い日本語性能を持つ企業向け大規模言語モデル「Takane」を、当社のAIプ
ラットフォーム「Fujitsu Kozuchi」のラインナップの1つとして、提供を開始しました。AIエージェントおよびマル
チAIエージェントの提供も開始しており、生成AIによるお客様事業の高度化に取り組んでまいります。
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　また、量子コンピューティングでは、256量子ビット機を開発しました。2025年度第1四半期中に、企業や研究機
関に向けた提供の開始を予定しております。また、2026年度には、1,000量子ビット機を開発し、2025年9月に本社
であるFujitsu Technology Park（神奈川県川崎市）に竣工予定の量子コンピュータの専用施設に設置する予定です。
　また、次世代プロセッサ「FUJITSU-MONAKA」の開発を進めており、Super Micro Computer, Inc.および
Advanced Micro Devices, Inc.との戦略的な協業も行っております。
　引き続き、新たなテクノロジーの創出と実用化の両方を目指し、研究開発を加速させてまいります。

　4つ目は、リソース戦略における、事業と連動した人材ポートフォリオの実現です。当社は、事業ポートフォリオに
連動した人材ポートフォリオの変革を進めており、そのために必要な制度や人材マネジメントの見直しを継続して行っ
ております。グローバルで人材の流動性を高めるために、ジョブ型人事制度に移行しており、2026年4月からは、新
卒入社者に対しても、ジョブ型人事制度を適用し、ジョブレベルに応じた処遇を実施いたします。また、国内の従業員
を対象に、グローバルで競争力のある報酬水準を取り入れております。2023年度から2024年度でおよそ20％の引き
上げを行っており、市場のトレンドを見ながら継続して見直していく予定です。2020年度に導入したポスティング制
度は、キャリア形成の手段として定着しており、2024年度までに、年間平均約3,000人が本制度を活用して異動しま
した。それに伴い、注力事業領域やキャリア形成に必要なスキルを自律的に学ぶリスキリングも活発になっており、制
度や環境の整備が社員の行動変容につながっております。今後も、注力事業領域のリソースの強化やコーポレートの効
率化、外部転身を含むリソースシフトなどを行いながら、事業成長と生産性の向上に向けた取り組みを継続してまいり
ます。
　以上4つの重点戦略に加えて、全社的な取り組みとしてサービスソリューション全体の収益性向上に向けた取り組み
を継続して進めております。引き続き、グローバルデリバリーセンターおよび海外の開発拠点を統括するジャパングロ
ーバルゲートウェイを中心にデリバリーの変革を行い、サービスソリューション全体の収益性の向上に努めておりま
す。2024年度は、ジャパングローバルゲートウェイや共通の開発基盤の活用により、開発の標準化および自動化を進
めました。また、お客様への提供価値に基づくプライシング戦略を拡大し、継続的な収益の増加に取り組みました。こ
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れらの施策を進めた結果、2024年度は売上総利益率が1.9％改善しました。2025年度は、サイバーセキュリティやAI
の倫理的な活用にも十分に配慮しながら、生成AIをデリバリーに積極的に取り入れることでさらなる効率化・標準化を
進めて、グローバルで最適なデリバリー体制を確立し、引き続き年間で2％程度の改善を図ってまいります。

【非財務面での取り組み】
　当社グループは、非財務の領域においても、環境、お客様、生産性、そして人材の4つの項目において2025年度の
KPIを定め、達成に向けて取り組んでおります。環境でのKPIとして温室効果ガス削減量を定めており、2020年度と比
較しScope1・2では当社グループで50％削減、Scope3ではサプライチェーンで12.5％の削減を目指しております。
お客様については、お客様NPS®において2022年度比で20ポイント上昇を目指してまいります。生産性については、
従業員1人当たりの調整後営業利益において、2022年度比40％の上昇を目指しております。人材では、従業員エンゲ
ージメントについて、グローバルでのスコア75の達成を目指しております。また、ダイバーシティリーダーシップの
指標として、グローバルでの女性幹部社員比率を2022年度の15％から2025年度で20％に拡大することを目標として
おります。2025年度においても、上記2025年度のKPIのいずれも変更はなく、引き続き達成に向けて取り組んでまい
ります。また、非財務面での取り組みが財務面に対しどのように寄与するかについての定量的な分析についても、
2024年度に引き続き、2025年度においても、さらに進めてまいります。

　　　　　 * Category11：製品の使用時消費電力によるCO2排出量のみ

　当社グループは、引き続きデータを活用して迅速な意思決定を行いながら、デジタルテクノロジーと、これまで培っ
た多様な業種への実績・知見を活かし、安心で安全で豊かな社会づくりに貢献してまいります。
（注）お客様NPS®：お客様Net Promoter Scoreの略。顧客体験＝カスタマー・エクスペリエンス（CX）の改善度や深化の把握のために、企業、商品

やサービスへのお客様の信頼度や愛着度を示す「顧客ロイヤリティ」を測る指標。
（注）従業員エンゲージメント：会社の向かっている方向性・パーパスに共感し、自発的、主体的に働き貢献したいと思う意欲や愛着を表す指標。
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2 会社の現況

地位 役位 氏名 担当 社外役員 独立役員
取 締 役 会　　　長 古田　英範 指名委員会委員
代 表 取 締 役 社　　　長 時田　隆仁 CEO、リスク・コンプライアンス委員会委員長
代 表 取 締 役 副　社　長 磯部　武司 CFO

取 締 役 執 行 役 員
S E V P 平松　浩樹 CHRO

取 締 役 － 向井　千秋 指名委員会委員長 ○ ○
取 締 役 － 古城　佳子 取締役会議長、指名委員会委員 ○ ○
取 締 役 － 佐々江　賢一郎 報酬委員会委員 ○ ○
取 締 役 － バイロン　ギル 報酬委員会委員長 ○ ○
取 締 役 － 平野　拓也 報酬委員会委員 ○ ○
常 勤 監 査 役 － 広瀬　陽一
常 勤 監 査 役 － 小関　雄一
監 査 役 － 初川　浩司 ○ ○
監 査 役 － 幕田　英雄 ○ ○
監 査 役 － キャサリン　　オコーネル ○ ○

会社役員の状況
①取締役および監査役の氏名等（2025年3月31日現在）

（注）当社の独立性基準（詳細については「第125回定時株主総会のご案内」7頁をご参照ください。）に基づき、独立性を判断しております。
（注）2024年６月24日開催の第124回定時株主総会において、新たに平松 浩樹氏および平野 拓也氏は取締役に、小関 雄一氏は監査役に、それぞれ選

任され就任しました。
（注）2024年６月24日開催の第124回定時株主総会終結の時をもって任期満了により、山本 正已氏および阿部 敦氏は取締役を、山室 惠氏は監査役を

それぞれ退任しました。
（注）常勤監査役　広瀬 陽一氏は、当社の財務経理本部長を務めるなど財務・経理部門における長年の経験があり、財務および会計に関する相当程度の

知見を有しております。また、同氏は株式会社富士通ゼネラルの社外監査役を兼任しております。
　　　常勤監査役　小関 雄一氏は、当社の事業部門における管理会計の業務経験があり、財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。
　　　監査役　初川 浩司氏は、公認会計士としてグローバル企業の豊富な監査経験があり、財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。
　　　監査役　幕田 英雄氏は、検事、公正取引委員会の委員などを歴任し、経済事案を数多く取り扱った経験があり、財務および会計に関する相当程度

の知見を有しております。
（注）社外役員の重要な兼職の状況は、「第125回定時株主総会 電子提供措置事項（交付書面非記載事項）」5頁「8.社外役員の兼任の状況、主な活動

状況等」に記載しております。
（注）CEOは最高経営責任者、CFOは最高財務責任者、CHROは最高人事責任者を指します。
（注）SEVPは、職責の大きさを示すグローバル共通の基準であるFUJITSU Level（他にはEVP、SVPなど）の1つです。なお、FUJITSU Levelをグロー

バル共通の基準とする考え方は変更しておりませんが、2025年4月1日より、日本においては、SEVPを専務とする呼称を利用しております。
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対象 基本報酬(1) 賞与(2,6)
株式報酬

業績連動型株式報酬
(3①,5,6)

譲渡制限付株式ユニット
(3②,5)

業務執行取締役 ○ ○ ○ ―
非執行取締役 ○ ― ― ○

監査役 ○ ― ― ―

役員報酬基本方針

　当社は「イノベーションによって社会に信頼をもたらし、世界をより持続可能にしていく」というパーパス実現のために必要
な富士通グループの経営を担う優秀な人材を確保するため、また、業績や株主価値との連動性をさらに高め、透明性の高い報酬
制度とするため、以下のとおり役員報酬基本方針を定める。

１．報酬体系および報酬水準の考え方
　・役員報酬は、職務および職責に応じ月額で定額を支給する「基本報酬」と、短期業績に連動する報酬としての「賞与」、株

主価値との連動を重視した中長期インセンティブとしての「株式報酬」から構成する体系とする。
　・報酬水準および種類別構成割合は、優秀な人材の確保・維持に資する競争力のある報酬とすることを目標として、事業内

容、事業規模等の類似する国内外のグローバル企業の報酬構成割合および職務・職責毎の報酬水準をベンチマークとして比
較し、当社の財務状況を踏まえて設定する。

　・業務執行取締役の総報酬における業績連動報酬（賞与および業績連動型株式報酬）の割合は、職責の重い取締役ほど高くな
るように決定し、業績および株主価値との連動性を高めるものとする。

　・取締役の個人別報酬は、報酬委員会の審議を経て、取締役会にて決定することで、客観性、透明性、公正性を確保する。

　【役員報酬項目と支給対象のマトリクス図】

　

②取締役および監査役の報酬等
ア．役員報酬額等の決定方針
　当社は、より透明性の高い役員報酬制度とするべく、2009年10月の取締役会決議により報酬委員会を設置しており
ます。下記「イ.当期に係る報酬等の総額」に集計された取締役および監査役の報酬等は、株主総会の決議によって定
められた報酬等総額の範囲内において、報酬委員会の答申を受けて取締役会で決定した役員報酬基本方針（取締役の個
人別の報酬等の内容についての決定に関する方針を含む役員報酬に関する方針であり、以下「本決定方針」といいま
す。）の枠組みに基づき、各取締役の報酬等については、報酬委員会の審議を経て取締役会での決議により決定し、各
監査役の報酬等については、監査役の協議に基づき決定する運用としております。
　また、当期における取締役の個人別の報酬等の決定にあたっては、取締役会で決定された本決定方針に基づき、独立
社外取締役で構成される報酬委員会が多様な視点からの検討を行っており、また、報酬委員会の答申を受けた取締役会
は、当該報酬等の内容の決定が上記の運用に則していることを確認しているため、本決定方針に沿うものであると判断
しております。
　なお、本決定方針は、2025年3月27日開催の取締役会において、情報開示の拡充を目的として、20頁に記載のとお
り改定されており、改定後の本決定方針は2025年度以降の役員報酬の決定より適用されます。

　当期に係る本決定方針の内容は次のとおりです。
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２．各役員報酬項目の考え方
(1) 基本報酬

　すべての役員（取締役および監査役）を支給対象とし、それぞれの役員の職務および職責に応じて月額の定額を支給する。

(2) 賞与
　・業務執行取締役を支給対象とし、1事業年度の業績を反映した賞与を支給する。
　・具体的な評価指標および算出方法は、あらかじめ職務および職責に応じた基準額を設定し、それに対して経営目標財務指標

である連結売上収益、調整後連結営業利益およびコア・フリー・キャッシュ・フロー*1の当期の業績目標の達成度合い、な
らびに経営目標非財務指標であるお客様NPS®*2、従業員エンゲージメント*3、ダイバーシティリーダーシップ（女性幹部
社員比率）の前期からの伸長度合いおよびESGに関する第三者評価の最高評価獲得等に応じた係数を乗じて支給額を決定す
る『オンターゲット型』とする。

　　*1 事業再編、事業構造改革、M&Aに伴う一過性の収支を控除した、経常的なフリー・キャッシュ・フロー
　　*2 お客様Net Promoter Scoreの略。顧客体験＝カスタマー・エクスペリエンス（CX）の改善度や深化の把握のために、企業、商品やサー

ビスへのお客様の信頼度や愛着度を示す「顧客ロイヤリティ」を測る指標
　　*3 会社の向かっている方向性・パーパスに共感し、自発的、主体的に働き貢献したいと思う意欲や愛着を表す指標

(3) 株式報酬
 ① 業績連動型株式報酬（パフォーマンス・シェア・ユニット）
　・業務執行取締役を支給対象とし、株主と利益を共有し、中長期的な業績向上に資する、業績連動型の株式報酬を支給する。
　・具体的な評価指標および算出方法は、あらかじめ職務および職責に応じた基準株式ユニット数を設定し、それに対して経営

目標財務指標である調整後連結営業利益および調整後EPS（1株当たり当期利益）の業績判定期間（3年間）中の業績目標の
達成度合い、ならびにTSR（株主総利回り）のTOPIX成長率に対する優劣およびあらかじめ選定したピアグループ各社の
TSRとの業績判定期間終了時での比較結果に応じた係数を乗じて算出した数の株式ユニット数を事業年度毎および業績判定
期間終了時に計算し、業績判定期間の終了をもって、上記株式ユニット数1単位につき当社株式1株に相当するものとして合
計株式数を計算の上、その合計株式数の一部を報酬の支給に伴い対象者に生じる納税資金等負担相当分の金銭で支給し、残
りは株式を割当てる。

 ② 譲渡制限付株式ユニット（リストリクテッド・ストック・ユニット）
　・非執行取締役を支給対象とし、株主と利益を共有し、持続的な企業価値向上に資する、譲渡制限付株式ユニット（一定の継

続勤務期間の在任を条件として権利確定後に株式を報酬として付与する事後交付型インセンティブ制度）を支給する。
　・あらかじめ年度毎に職務に応じた株式ユニット数を設定し、継続勤務期間（3年間）の終了をもって、株式ユニット数1単位

につき当社株式1株に相当するものとして合計株式数を計算の上、その合計株式数の一部を報酬の支給に伴い対象者に生じ
る納税資金等負担相当分の金銭で支給し、残りは株式を割当てる。

(4) 報酬の構成割合の目安
　業務執行取締役の「基本報酬」、「賞与」、「業績連動型株式報酬」の比率は、代表取締役社長において1：1：4を目安と
し、他の業務執行取締役よりも業績連動報酬の割合を高めに設定する。また、社外取締役の「基本報酬（手当除く）」、「譲渡
制限付株式ユニット」の比率は7：3を目安とする。

(5) 株式保有ガイドライン
　当社は、株主との長期的な価値共有の促進を目的とした株式保有ガイドラインを定める。株式報酬の支給対象である取締役
は、職務毎に定められた一定数以上の当社株式を在任期間中保有するよう努める。代表取締役社長は、就任後4年経過時までに
基本報酬年額の2倍に相当する当社株式を保有し、在任期間中その保有を継続するよう努める。
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(6) 報酬の返還等（クローバック・マルスに関するポリシー）
　退任2年以内の者を含む業務執行取締役に対して、過年度決算の重大な事後修正を含む不適切な会計または在任期間中に重
大な不正・コンプライアンス違反が生じた場合に、報酬委員会の審議を経て取締役会の決定により、当社は業績連動報酬（賞
与および業績連動型株式報酬）を減額しまたはその返還を求めることができる。

　なお、株主総会の決議により、取締役の「基本報酬」と「賞与」の合計額は年額12億円以内（うち社外取締役分は年額1億5
千万円以内）とする。業務執行取締役の「業績連動型株式報酬」は、年額25億円以内、割当てる株式総数を年100万株以内と
し、非執行取締役の「譲渡制限付株式ユニット」は、年額1億円以内、割当てる株式総数を年6万株以内（うち社外取締役分は年
額9千万円以内、割当てる当社株式の総数は年5万3千株以内）とする。
　監査役の「基本報酬」は年額1億5千万円以内とする。

区　分 人　員
報酬等の種類

報酬等の総額
基本報酬 賞与 業績連動型

株式報酬
譲渡制限付

株式ユニット
取締役 11人 406百万円 222百万円 705百万円 26百万円 1,361百万円
（うち社外取締役） （6人） （72百万円） － － （24百万円） （96百万円）
監査役 6人 138百万円 － － － 138百万円
（うち社外監査役） （3人） （52百万円） － － － （52百万円）
合計 17人 544百万円 222百万円 705百万円 26百万円 1,499百万円
（うち社外役員） （9人） （124百万円） － － （24百万円） （148百万円）

イ．当期に係る報酬等の総額

（注）上記の表には、2024年6月24日開催の第124回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役2名（うち、社外取締役は1名）および社外監査役
ではない監査役1名を含んでおります。また、報酬額は百万円未満を切り捨てで表記しているため、取締役または監査役などの区分毎に、報酬等
の種類欄に記載の各報酬額を合算した金額と報酬等の総額欄に記載の金額が一致しない箇所があります。

（注）取締役の金銭報酬の額は、2021年6月28日開催の第121回定時株主総会において、年額12億円以内（うち、社外取締役分は年額1億5千万円以
内）とすることを決議いただいております。同第121回定時株主総会終結の時点の取締役の員数は9名（うち、社外取締役は5名）です。
業績連動型株式報酬の額については、業務執行取締役を対象として、2024年6月24日開催の第124回定時株主総会において、上記金銭報酬とは
別枠で、当社普通株式を年額25億円以内、割当てる株式総数を年100万株以内とすることを決議いただいております。同第124回定時株主総会終
結の時点の業務執行取締役の員数は3名です。
譲渡制限付株式ユニットの額については、社外取締役を対象として、2023年6月26日開催の第123回定時株主総会において、上記金銭報酬とは
別枠で、当社普通株式を年額1億円以内、割当てる株式総数を年6千株以内（2024年4月1日を効力発生日とする1株につき10株の割合の株式分割
後は6万株以内）とすることを決議いただいております。同第123回定時株主総会終結の時点の社外取締役の員数は5名です。また、2024年6月
24日開催の第124回定時株主総会において、社内出身の業務を執行しない取締役を対象者に加え、社外取締役を含む全ての非執行取締役を本制度
の対象とするよう改定しました。同第124回定時株主総会終結の時点の非執行取締役の員数は6名（うち、社外取締役は5名、社内出身の業務を執
行しない取締役は1名）です。
監査役の報酬の額は、2011年6月23日開催の第111回定時株主総会において、基本報酬を年額1億5千万円以内とすることを決議いただいており
ます。同第111回定時株主総会終結の時点の監査役の員数は5名です。
当社は、これらの報酬額の中で、上記の表の報酬を支給しております。

（注）業績連動型株式報酬および譲渡制限付株式ユニットは、当期に費用計上した金額を記載しております。
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ウ．当期の業績連動報酬等に係る事項
ⅰ）算定の基礎とした業績指標の内容および当該業績指標を選定した理由

a.賞与
　当社は、業務執行取締役に1事業年度の業績目標達成に対するインセンティブとなるように当社の経営目標財務指
標として掲げる連結決算における売上収益、営業利益およびコア・フリー・キャッシュ・フローを評価指標として選
定するとともに、業務執行取締役の経営目標達成へのコミットメントを高めるため、当社の経営目標非財務指標であ
るお客様NPS®、従業員エンゲージメントおよびダイバーシティリーダーシップ（女性幹部社員比率）とESGに関す
る第三者評価を評価指標として選定しております。

b.業績連動型株式報酬
　当社は、業務執行取締役に中長期的な企業価値向上のインセンティブを与えるとともに、株主の皆様の視点での経
営を一層促すために、当社の経営目標財務指標として掲げる連結決算における営業利益およびEPS（1株当たり当期
利益）ならびにTSR（株主総利回り）を評価指標として選定しております。
（注）「b.業績連動型株式報酬」については、経営目標財務指標として掲げる連結決算における売上収益、営業利益およびEPSを評価指標としており

ましたが、中長期においては、収益性および株主の皆様との価値共有をより重視することを目的に、2024年6月24日開催の第124回定時株主
総会の決議に基づき、2024年度を業績判定期間の始期とするものから、評価指標を連結決算における営業利益およびEPSならびにTSRに変更
をしております。

（注）「a.賞与」「b.業績連動型株式報酬」の評価指標とする営業利益およびEPSにおける当期利益は、当社の中期経営計画において財務面の経営目
標として掲げる調整後営業利益および調整後当期利益（営業利益および当期利益から、事業再編、事業構造改革、M&A等に伴う損益および制
度変更等による一過性の損益等を控除した、本業での実質的な利益を示す指標）を用いております。

ⅱ）算定方法
ａ.賞与
　当社は、1事業年度の開始時に、業務執行取締役に対して、職務および職責に応じた基準賞与額、評価指標および
業績目標を含む評価方法を提示します。そして、当該事業年度の終了をもって、基準賞与額に、業績達成水準等の評
価結果に応じた係数を乗じて、支給賞与額を算出します。なお、業績目標の達成度合いがあらかじめ設定した下限未
満となる場合には賞与は支給されません。また、業績目標の達成度合いがあらかじめ設定した上限以上となる場合に
は、基準賞与額にあらかじめ設定した係数の上限を乗じた額を支給します。
（注）「a.賞与」においては、業績目標の達成度合い等に応じて0～200％の範囲で変動する係数を用いて支給率を算出します。

　ｂ.業績連動型株式報酬
　当社は、業務執行取締役に対して、あらかじめ職務および職責に応じた基準株式ユニット数、業績判定期間（3事
業年度）、評価指標および業績目標を含む評価方法を提示します。そして、業績達成水準等の評価結果に応じて基準
株式ユニット数に係数をかけて算出した数の株式ユニット数を事業年度毎および業績判定期間終了時に計算し、業績
判定期間中に継続して本制度の対象者の地位にあったこと、その他取締役会で事前に定めた一定の要件を充足するこ
とを条件として、業績判定期間の終了をもって、対象者毎に、上記株式ユニット数1単位につき当社株式1株に相当
するものとして合計株式数を計算し、その合計株式数の一部は、本制度に係る報酬の支給に伴い対象者に生じる納税
資金等負担相当分の金銭で支給し、残りは当社株式を割当てるものとします。このとき、対象者には、上記合計株式
の時価相当額を金銭報酬債権および金銭で支給し、対象者は、前者の金銭報酬債権の全部を割当てられた株式に対し
現物出資して、当社株式を取得します。なお、合計株式数に占める金銭で支給する部分の割合は、対象者の納税資金
等負担相当分を考慮して、取締役会で定めるものとします。
（注）「b.業績連動型株式報酬」においては、株主の皆様と価値を共有し持続的な企業価値向上に資することを目的に、業績連動部分だけでなくベ

ースとして支給される固定部分を設けています。これに基づき、業績目標の達成度合い等に応じて50～150％の範囲で変動する係数を用いて
支給率を算出します。
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目　標 実　績
連結売上収益 3兆4,250億円 3兆5,501億円
調整後連結営業利益 2,900億円 3,072億円
コア・フリー・キャッシュ・フロー 2,200億円 2,336億円

業績連動型株式報酬の対象期間 目　標 実　績

調整後EPS
2022年度を始期とするものの3年目 139.4円

132.6円2023年度を始期とするものの2年目 132.2円～136.9円
2024年度を始期とするものの1年目 132.2円～136.9円

ⅲ）当期の業績連動報酬に係る指標の目標および実績

（注）当社は、当期より「デバイスソリューション」を非継続事業に分類しております。これにより、連結売上収益および調整後連結営業利益の目
標および実績については、非継続事業を除いた継続事業の金額を算定に使用しております。

　また、業績連動型株式報酬の評価指標に用いるEPS（1株当たり当期利益）は、以下のとおり、業績判定期間（3年
間）の始期毎に目標を設定しております。

（注）調整後EPS：当期利益から、事業再編、事業構造改革、M&A等に伴う損益および制度変更等による一過性の損益等を控除した、本業での実質
的な利益を示す調整後当期利益を用いて計算したEPS。

（注）「2022年度を始期とするものの3年目」は、前中期経営計画（2020年度～2022年度）のEPS経営目標 CAGR 12％、「2023年度を始期と
するものの2年目」および「2024年度を始期とするものの1年目」は、現中期経営計画（2023年度～2025年度）のEPS経営目標 CAGR 
14％～16％を達成した場合の数値を目標として設定しております。

（注）当社は2024年4月1日付で1株につき10株の割合で株式分割を実施したことから、株式分割後の発行済株式総数で算出した目標値と実績値を
記載しております。

　なお、業績連動型株式報酬の評価指標に用いるTSR（株主総利回り）については、業績判定期間（3年間）終了時
での、TOPIX成長率に対する優劣およびあらかじめ選定したピアグループ各社のTSRとの比較結果で評価するもので
あり、期初における目標値の設定は行いません。また、当該指標については、2024年度を始期とする報酬から評価
指標に適用しており、業績判定期間（3事業年度）終了時点の結果のみで評価を行うことから、当期における評価実
績もありません。

エ．当期の非金銭報酬等に係る事項
　当社の役員報酬における非金銭報酬は、業務執行取締役への業績連動型株式報酬および非執行取締役への譲渡制限
付株式ユニットからなり、導入の目的や内容については、「ア．役員報酬額等の決定方針　役員報酬基本方針」に記
載のとおりです。当期においては、業績連動型株式報酬および譲渡制限付株式ユニットとして株式の交付を行ってお
り、その状況は「第125回定時株主総会 電子提供措置事項（交付書面非記載事項）」4頁「（6）当期中に職務執行
の対価として当社役員に交付した株式の状況」に記載のとおりです。また、非金銭報酬について、当期に費用計上し
た金額は「イ．当期に係る報酬等の総額」に記載のとおりです。
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対象 基本報酬(1) 賞与(2,6)
株式報酬

業績連動型株式報酬
(3①,5,6)

譲渡制限付株式ユニット
(3②,5)

業務執行取締役 ○ ○ ○ ―
非執行取締役 ○ ― ― ○

監査役 ○ ― ― ―

役員報酬基本方針

　当社は「イノベーションによって社会に信頼をもたらし、世界をより持続可能にしていく」というパーパス実現のために必要
な富士通グループの経営を担う優秀な人材を確保するため、また、業績や株主価値との連動性をさらに高め、透明性の高い報酬
制度とするため、以下のとおり役員報酬基本方針を定める。

１．報酬体系および報酬水準の考え方
　・役員報酬は、職務および職責に応じ月額で定額を支給する「基本報酬」と、短期業績に連動する報酬としての「賞与」、株

主価値との連動を重視した中長期インセンティブとしての「株式報酬」から構成する体系とする。
　・報酬水準および種類別構成割合は、優秀な人材の確保・維持に資する競争力のある報酬とすることを目標として、事業内

容、事業規模等の類似する国内外のグローバル企業の報酬構成割合および職務・職責毎の報酬水準をベンチマークとして比
較し、当社の財務状況を踏まえて設定する。

　・業務執行取締役の総報酬における業績連動報酬（賞与および業績連動型株式報酬）の割合は、職責の重い取締役ほど高くな
るように決定し、業績および株主価値との連動性を高めるものとする。

　・取締役の個人別報酬は、報酬委員会の審議を経て、取締役会にて決定することで、客観性、透明性、公正性を確保する。

　【役員報酬項目と支給対象のマトリクス図】

２．各役員報酬項目の考え方
(1) 基本報酬
　すべての役員（取締役および監査役）を支給対象とし、それぞれの役員の職務および職責に応じて月額の定額を支給する。

(2) 賞与
　・業務執行取締役を支給対象とし、1事業年度の業績を反映した賞与を支給する。
　・あらかじめ職務および職責に応じた基準額を設定し、各評価指標における業績達成度合い等に応じた0％～200％の範囲で

の係数を当該基準額に乗じて支給額を決定する『オンターゲット型』とする。具体的な評価指標については、経営目標にお
ける財務指標および非財務指標等とし、それらのウェイトおよび評価方法は以下のとおりとする。

【ご参考】2025年3月27日開催の取締役会にて改定された役員報酬基本方針

20



2025/05/20 18:28:22 / 24180751_富士通株式会社_招集通知

会社役員の状況

評価指標 ウェイト 評価方法

財務指標

連結売上収益 15％

当期の業績目標の達成度合い調整後連結営業利益 40％
コア・フリー・キャッシュ・フロー*1 25％

非財務指標

お客様NPS®*2 5％

前期からの伸長度合いまたは
当期のスコア結果等

従業員エンゲージメント*3 5％
ダイバーシティリーダーシップ（女性幹部社員比率） 5％
ESGに関する第三者評価 5％

評価指標 ウェイト 評価方法
調整後連結営業利益 40％

業績判定期間（3年間）中の業績目標の達成度合い
調整後EPS（1株当たり当期利益） 30％

TSR（株主総利回り） 30％
TOPIX成長率に対する優劣およびあらかじめ選定したピアグル
ープ各社のTSRとの業績判定期間（3年間）終了時での比較結果
※ウェイトは各15％

　　*1 事業再編、事業構造改革、M&Aに伴う一過性の収支を控除した、経常的なフリー・キャッシュ・フロー
　　*2 お客様Net Promoter Scoreの略。顧客体験＝カスタマー・エクスペリエンス（CX）の改善度や深化の把握のために、企業、商品や
          サービスへのお客様の信頼度や愛着度を示す「顧客ロイヤリティ」を測る指標
　　*3 会社の向かっている方向性・パーパスに共感し、自発的、主体的に働き貢献したいと思う意欲や愛着を表す指標

(3) 株式報酬
 ① 業績連動型株式報酬（パフォーマンス・シェア・ユニット）
　・業務執行取締役を支給対象とし、株主と利益を共有し、中長期的な業績向上に資する、業績連動型の株式報酬を支給する。
　・あらかじめ職務および職責に応じた基準株式ユニット数を設定し、業績判定期間（3年間）の終了をもって、各評価指標に

おける業績達成度合い等に応じた50％～150％の範囲での係数を当該基準株式ユニット数に乗じて、株式ユニット数1単位
につき当社株式1株に相当するものとして合計株式数を計算の上、その合計株式数の一部を報酬の支給に伴い対象者に生じ
る納税資金等負担相当分の金銭で支給し、残りは株式を割当てる。具体的な評価指標については、中長期における収益性お
よび株主との価値共有をより重視したものとし、それらのウェイトおよび評価方法は以下のとおりとする。

 ② 譲渡制限付株式ユニット（リストリクテッド・ストック・ユニット）
　・非執行取締役を支給対象とし、株主と利益を共有し、持続的な企業価値向上に資する、譲渡制限付株式ユニット（一定の継

続勤務期間の在任を条件として権利確定後に株式を報酬として付与する事後交付型インセンティブ制度）を支給する。
　・あらかじめ年度毎に職務に応じた株式ユニット数を設定し、継続勤務期間（3年間）の終了をもって、株式ユニット数1単

位につき当社株式1株に相当するものとして合計株式数を計算の上、その合計株式数の一部を報酬の支給に伴い対象者に生
じる納税資金等負担相当分の金銭で支給し、残りは株式を割当てる。
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(4) 報酬の構成割合の目安
　業務執行取締役の「基本報酬」、「賞与」、「業績連動型株式報酬」の比率は、代表取締役社長において1：1：4、代表取締
役副社長において1：1：2.5、取締役執行役員において1：1：2を目安として設定する。また、社外取締役の「基本報酬（手当
除く）」、「譲渡制限付株式ユニット」の比率は7：3を目安とする。なお、かかる割合は、当社における一定の業績および株価
を基に設定するおおよそのものであり、実際の支給額における割合は、当社の業績および株価の状況によって上記の割合から変
動する。

(5) 株式保有ガイドライン
　当社は、株主との長期的な価値共有の促進を目的とした株式保有ガイドラインを定める。株式報酬の支給対象である取締役
は、職務毎に定められた一定数以上の当社株式を在任期間中保有するよう努める。代表取締役社長においては、就任後4年経過
時までに基本報酬年額の2倍、代表取締役社長以外の業務執行取締役においては、就任後4年経過時までに基本報酬年額の1.5
倍、非執行取締役においては就任後5年経過時までに基本報酬年額（手当除く）の0.5倍に相当する当社株式を保有し、在任期間
中その保有を継続するよう努める。

(6) 報酬の返還等（クローバック・マルスに関するポリシー）
　退任2年以内の者を含む業務執行取締役に対して、過年度決算の重大な事後修正を含む不適切な会計または在任期間中に重大
な不正・コンプライアンス違反が生じた場合に、報酬委員会の審議を経て取締役会の決定により、当社は業績連動報酬（賞与お
よび業績連動型株式報酬）を減額しまたはその返還を求めることができる。

　なお、株主総会の決議により、取締役の「基本報酬」と「賞与」の合計額は年額12億円以内（うち社外取締役分は年額1億5
千万円以内）とする。業務執行取締役の「業績連動型株式報酬」は、年額25億円以内、割当てる株式総数を年100万株以内と
し、非執行取締役の「譲渡制限付株式ユニット」は、年額1億円以内、割当てる株式総数を年6万株以内（うち社外取締役分は年
額9千万円以内、割当てる株式の総数は年5万3千株以内）とする。
　監査役の「基本報酬」は年額1億5千万円以内とする。

以上
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裏表紙

株主名簿管理人
特別口座の口座管理機関

〒100-8212
東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
三菱UFJ信託銀行株式会社

同事務取扱場所 〒100-8212
東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

同連絡先、同郵送先 三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
東京都府中市日鋼町1-1
(0120)232-711（通話料無料）
（9:00～17:00（土日祝日は受付を行っておりません。））
〒137-8081
新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
株式事務お手続き用紙のご請求
上記の証券代行部テレホンセンターのほか、
三菱UFJ信託銀行ホームページからご請求い
ただけます。
https://www.tr.mufg.jp/daikou/ 　

事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
基 準 日
定時株主総会関係 3月31日
配当金受領株主確定日 3月31日および9月30日
公 告 方 法 電子公告

当社は公告を下記ホームページに掲載しております。
https://pr.fujitsu.com/jp/ir/kk/

上場証券取引所 東京、名古屋
ご注意
1. 株主様の住所変更、配当金の振込指定、買取請求その他各種お手続きにつき
ましては、原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承る
こととなっておりますので、口座を開設されている証券会社等にお問い合わ
せください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取り扱いできませ
んのでご注意ください。

2. 特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ
信託銀行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機
関（三菱UFJ信託銀行）にお問い合わせください。
なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店でもお取り次ぎいたします。

3. 未受領の配当金（除斥期間が経過したものを除く。）につきましては、三菱
UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。 　

ご存知ですか？配当金の口座振込制度
■配当金のお受取りは、
口座振込のご利用が
便利です。

■配当金のお受取り方法変更の手続は、以下までお問合せください。
・証券会社で株式をお持ちの場合：証券口座を開設された証券会社
・証券会社で株式をお持ちでない場合：三菱UFJ信託銀行株式会社　

株式事務のご案内

　

「表紙の写真」
フィンランド北部、ボスニア湾に面した港町オ
ウルから首都ヘルシンキへ向かう特急列車。
初夏の日差しを浴びて、色鮮やかな田園地帯を
駆け抜ける。２階建て車両の上部の車窓には、
平原と青空のパノラマが広がる。
（フィンランド）

富士通株式会社
〒211-8588
神奈川県川崎市中原区上小田中四丁目1番1号
https://www.fujitsu.com/jp/

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。
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表紙

第125期事業報告
1. 主要な事業所
2. 従業員の状況
3. 企業集団の主要な借入先の状況
4. 株式の状況
5. 新株予約権等の状況
6. 責任限定契約の概要
7. 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
8. 社外役員の兼任の状況、主な活動状況等
9. その他会社役員に関する重要な事項
10. 会社の支配に関する基本方針
11. 剰余金の配当等の決定に関する方針
12. 会計監査人の状況
13. 業務の適正を確保するための体制

第125期連結計算書類
連結財政状態計算書
連結損益計算書
連結持分変動計算書
＜ご参考＞要約連結包括利益計算書
＜ご参考＞要約連結キャッシュ・フロー
　　　　　計算書
連結注記表

第125期計算書類
貸借対照表
損益計算書
株主資本等変動計算書
個別注記表

監査報告
連結計算書類に係る会計監査人の監査報
告書謄本
会計監査人の監査報告書謄本
監査役会の監査報告書謄本

上記の事項は、法令および当社定款第17条の規定に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する
書面「第125期報告書」には記載しておりません。

第125回定時株主総会
　　　　 電子提供措置事項（交付書面非記載事項）

富士通株式会社
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主要な事業所

1．主要な事業所 （2025年3月31日現在）

本　　店 神奈川県川崎市中原区上小田中四丁目1番1号

営業拠点

Sapporo Hub（札幌市）、Sendai Hub（仙台市）、Saitama Hub（さいたま市）、
Fujitsu Uvance Kawasaki Tower（川崎市）、Kanazawa Hub（金沢市）、Nagoya 
Hub（名古屋市）、Osaka Hub（大阪市）、Hiroshima Hub（広島市）、Fukuoka 
Hub（福岡市）

事 業 所
青森システムラボラトリ（青森市）、市ヶ谷オフィス（東京都千代田区）、Fujitsu 
Solution Square（東京都大田区）、Fujitsu Technology Park（川崎市）、高知富士通テ
クノポート（高知県南国市）

研究開発拠点／工場 小山工場（栃木県小山市）、那須工場（栃木県大田原市）、Fujitsu Development 
Center（川崎市）、沼津工場（静岡県沼津市）、九州R&Dセンター（福岡市）

国　　内

富士通Japan㈱（川崎市）、富士通ネットワークソリューションズ㈱（川崎市）、富士通デ
ィフェンス＆ナショナルセキュリティ㈱（川崎市）、Ridgelinez㈱（東京都千代田区）、㈱
トランストロン（横浜市）、エフサステクノロジーズ㈱（川崎市）、富士通フロンテック㈱
（東京都稲城市）、富士通テレコムネットワークス㈱（栃木県小山市）、㈱富士通パーソナ
ルズ（川崎市）

海　　外

Fujitsu Technology Solutions (Holding)B.V.（オランダ）、Fujitsu Services Holdings 
PLC（英国）、Fujitsu North America, Inc.（米国）、Fujitsu Australia Limited（オース
トラリア）、Fujitsu Asia Pte. Ltd.（シンガポール）、GK Software SE（ドイツ）、
Fujitsu Network Communications, Inc.（米国）

データ
　センター

東北データセンター（宮城県）、館林データセンター（群馬県）、東京データセンター（神
奈川県）、横浜データセンター（神奈川県）、横浜港北データセンター（神奈川県）、長野
データセンター（長野県）、中部データセンター（愛知県）、大阪データセンター（大阪
府）、大阪千里データセンター（大阪府）、明石データセンター（兵庫県）、四国データセ
ンター（高知県）、九州データセンター（福岡県）、グローバルデータセンター（世界各
国）

（1）当社

（2）子会社

（注）㈱富士通エフサスは、2024年4月1日付で、エフサステクノロジーズ㈱に商号を変更しております。

（3）データセンター

1
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従業員の状況

2．従業員の状況 （2025年3月31日現在）

区　　　　　分 従業員数 前期末比増減

継
続
事
業

サービスソリューション 79,725名 △12,532名
ハードウェアソリューション 15,485名 4,168名
ユビキタスソリューション 309名 △32名
消 去 ・ 全 社 11,499名 113名

非 継 続 事 業 5,725名 △2,501名
合 計 112,743名 △10,784名

区　　　　　分 従業員数 前期末比増減

継
続
事
業

サ ー ビ ス ソ リ ュ ー シ ョ ン 23,782名 397名
ハードウェアソリューション 2,417名 △1,627名
ユビキタスソリューション 95名 △14名
消 去 ・ 全 社 8,556名 170名

合 計 34,850名 △1,074名

平均年齢 43.1歳 平均勤続年数 18.2年

（1）企業集団の従業員の状況

（注）当社は、当期より「デバイスソリューション」を非継続事業に分類しております。また、非継続事業の前期末比増減は、前期末の
「デバイスソリューション」の従業員数との比較により算出しております。

（2）当社の従業員の状況

2
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企業集団の主要な借入先の状況、株式の状況、新株予約権等の状況、責任限定契約の概要、役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

3．企業集団の主要な借入先の状況（2025年3月31日現在）

会　社　名 借入金残高
株式会社三菱UFJ銀行 54,971
株式会社三井住友銀行 21,110
株式会社八十二銀行 14,000
三井住友信託銀行株式会社 2,934
株式会社みずほ銀行 1,712

（単位：百万円）

（注）当社は、当期より「デバイスソリューション」を非継続事業に分類しておりますが、
　　　上記借入金残高には、非継続事業における借入金も含めて表示しております。

4．株式の状況 （2025年3月31日現在）
（1）発行可能株式総数 ………………………………5,000,000,000株
（2）発行済株式総数 …………………………………2,071,108,450株
（3）資本金 …………………………………………325,638,181,205円
（4）株主数 ………………………112,393名（前期末比21,004名増）
（注）2024年1月31日開催の取締役会決議により、2024年4月1日付で当社普通株式1株に

つき10株の割合で株式分割を行い、あわせて発行可能株式総数について当社定款の変
更を行いました。これにより、発行可能株式総数は4,500,000,000株、発行済株式総
数は1,863,997,605株増加しております。

（5）大株主

外国法人等
57.10％

その他法人
2.00％

金融機関・
証券会社
29.35％

個人・その他
11.55％

＜所有者別持株比率の状況＞

株　主　名 持株数（千株） 持株比率（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 302,337 17.01
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 121,861 6.86
いちごトラスト・ピーティーイー・リミテッド 60,000 3.38
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 55,964 3.15
JP MORGAN CHASE BANK 385632 55,645 3.13
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505103 37,467 2.11
STATE STREET BANK WEST CLIENT - TREATY 505234 36,404 2.05
富士通株式会社従業員持株会 31,137 1.75
GOVERNMENT OF NORWAY 29,127 1.64
朝日生命保険相互会社 26,380 1.48

（注）持株比率は自己株式（293,767,505株）を除いて計算しております。
（注）日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）および株式会社日本カストディ銀行（信託口）の持株数は、各行の信託業務に係るものです。

3
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企業集団の主要な借入先の状況、株式の状況、新株予約権等の状況、責任限定契約の概要、役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

株式数 交付対象者数
取締役（社外取締役を除く） 64,871株 3名
社外取締役 1,500株 1名
監査役 - -

（6）当期中に職務執行の対価として当社役員に交付した株式の状況

（注）当社の株式報酬の内容については、「第125期 報告書」15頁「②取締役および監査役の報酬等」に記載をしております。

（7）株式に関する重要な事項
当社は、2024年4月25日開催の取締役会において、2024年5月1日から2025年3月31日までの間に当社普通株

式を1億5,000万株または総額1,800億円を上限として取得する旨を決議し、当期においては、当社普通株式約
6,265万株を取得価額の総額約1,799億円で取得しました。

5．新株予約権等の状況
　2025年3月31日現在、当社役員が保有する職務執行の対価として交付された新株予約権等はなく、当期に職務執行
の対価として使用人等に対し交付した新株予約権等はありません。

6．責任限定契約の概要
　当社と非執行取締役および監査役は、会社法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当
該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令に定める最低責任限度額としております。なお、当該責任限定が認めら
れるのは、当該非執行取締役または監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意で、かつ重大な過失がないと
きに限られます。
（注）2025年3月31日時点の非執行取締役は、社外取締役および取締役会長 古田 英範氏です。

7．役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。その
契約の内容の概要等は以下のとおりです。
（1）被保険者の範囲

　当社および当社の連結子会社（上場子会社を除く。）の取締役、監査役、執行役員等
（2）保険契約の内容の概要

　被保険者がその地位に基づいて行った行為（不作為を含む。）に起因して損害賠償請求等がなされたことによ
り、被保険者が被る損害賠償金および争訟費用等を当該保険契約により補填することとしております。ただし、被
保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、利益もしくは便宜を違法に得たことまたは不正な行
為等に起因して損害賠償請求等がなされた場合には補填の対象としないこととしております。なお、保険料は全額
を当社が負担しており、被保険者は保険料を負担しておりません。

4
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社外役員の兼任の状況、主な活動状況等

8．社外役員の兼任の状況、主な活動状況等 （2025年3月31日現在）

区分 氏名 重要な兼職の状況 主な活動状況および
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

社
外
取
締
役

向井　千秋 ・東京理科大学　特任副学長

当期開催の取締役会に100％出席しました。主に広範な
科学技術の知見とグローバルな観点に基づく公正かつ客
観的な監督と助言を期待しており、当社取締役会におい
て多様な観点から業務執行に対して監督・助言するな
ど、当社の社外取締役として適切な役割を果たしていた
だいております。また、指名委員会委員長として審議の
充実に主導的な役割を果たしております。

古城　佳子 ・青山学院大学　国際政治経済学部
　国際政治学科　教授

当期開催の取締役会に100％出席しました。主に国際政
治等についての深い見識に基づく国際政治の激動期にお
ける外部環境の変化への対応やESG経営への取り組みな
どについて、監督と助言を期待しており、当社取締役会
において当該観点から業務執行に対して監督・助言する
など、当社の社外取締役として適切な役割を果たしてい
ただいております。また、取締役会議長として、取締役
会の活発かつ実効的な運営および企業価値向上に貢献し
ております。また、指名委員会委員として活発な審議に
参画しております。

佐々江　賢一郎

・公益財団法人日本国際問題研究所
　理事長
・セーレン株式会社　社外取締役
・三菱自動車工業株式会社
　社外取締役
・アサヒグループホールディングス
　株式会社　社外取締役

当期開催の取締役会に100％出席しました。主に国際政
治や経済に関する豊富な知識および実務経験に基づくグ
ローバルな観点からの監督と助言を期待しており、当社
取締役会において、当該観点から業務執行に対して公正
かつ客観的な監督・助言をするなど、当社の社外取締役
として適切な役割を果たしていただいております。ま
た、報酬委員会委員として活発な審議に参画しておりま
す。

バイロン　ギル ・Indus Capital Partners, LLC
　マネージング・パートナー

当期開催の取締役会に100％出席しました。主に機関投
資家として投資先企業との対話を行ってきた豊富な経験
に基づく公正かつ客観的な立場からの監督と助言に加
え、株主および投資家の意見を当社経営にフィードバッ
クする役割を期待しており、当社取締役会において、当
該観点から業務執行に対して監督・助言をするなど、当
社の社外取締役として適切な役割を果たしていただいて
おります。また、報酬委員会委員長として審議の充実に
主導的な役割を果たしております。
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社外役員の兼任の状況、主な活動状況等

区分 氏名 重要な兼職の状況 主な活動状況および
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

社
外
取
締
役

平野　拓也

・Three Fields Advisors, LLC
　共同創業者
・横河電機株式会社 社外取締役
・ルネサスエレクトロニクス株式会
　社　社外取締役

就任後開催の取締役会に100％出席しました。主に、テ
クノロジー業界における豊富な知識および経営・実務経
験に基づく、公正かつ客観的な立場からの監督と助言を
期待しており、当社取締役会において、当該観点から業
務執行に対して監督・助言をするなど、当社の社外取締
役として適切な役割を果たしていただいております。ま
た、報酬委員会委員として活発な審議に参画しておりま
す。

社
外
監
査
役

初川　浩司
・公認会計士
・武田薬品工業株式会社　社外取締役

（監査等委員である取締役）

当期開催の取締役会に93.3％(15回中14回）、監査役会
に88.9％(9回中8回)出席しました。主に公認会計士とし
てのグローバル企業における豊富な監査経験に基づく、
財務会計に関する専門的見地から発言を行っておりま
す。

幕田　英雄 ・弁護士
・株式会社ダイセル　社外監査役

当期開催の取締役会に93.3％(15回中14回）、監査役会
に100％出席しました。主に検事、公正取引委員会の委
員および弁護士等の実務経験に基づく、法務・コンプラ
イアンスに関する専門的見地および経済・社会等の企業
経営を取り巻く事象に関する深い見識に基づき発言を行
っております。

キャサリン　オコーネル
・オコーネル外国法事務弁護士事務
　所　プリンシパル
・トヨタ自動車株式会社
　社外監査役

当期開催の取締役会および監査役会にそれぞれ100％出
席しました。主にニュージーランド法弁護士としての国
内外の法律事務所および日系企業の法務部門での豊富な
実務経験に基づく、法務・コンプライアンスに関する専
門的見地から発言を行っております。

（注）取締役　佐々江 賢一郎氏は、公益財団法人日本国際問題研究所の理事長です。当社は公益財団法人日本国際問題研究所に対して、同法人による公益
事業への参加費の支払いを行っております。

（注）取締役　バイロン ギル氏は、Indus Capital Partners, LLCのマネージング・パートナーです。当社とIndus Capital Partners, LLCには取引関係がな
く、競業関係にもありません。

（注）取締役　平野 拓也氏は、Three Fields Advisors, LLCの共同創業者です。当社とThree Fields Advisors, LLCには取引関係がなく、競業関係にもあり
ません。

（注）監査役　キャサリン オコーネル氏は、オコーネル外国法事務弁護士事務所のプリンシパルです。当社とオコーネル外国法事務弁護士事務所には取
引関係がなく、競業関係にもありません。

（注）学校法人東京理科大学、セーレン株式会社、三菱自動車工業株式会社、横河電機株式会社、ルネサスエレクトロニクス株式会社、武田薬品工業株
式会社、株式会社ダイセルおよびトヨタ自動車株式会社は、当社の取引先です。なお、アサヒグループホールディングス株式会社と当社との間に
は、特別な関係はありません。

（注）当社は、当期において、取締役会を15回（内 臨時取締役会3回）開催し、また、監査役会を9回開催しております。

6



2025/05/20 19:02:56 / 24180753_富士通株式会社_招集通知

その他会社役員に関する重要な事項、会社の支配に関する基本方針

〈指名委員会〉 委員長 向井　千秋氏
委員 古城　佳子氏、古田　英範氏

〈報酬委員会〉 委員長 バイロン　ギル氏
委員 佐々江　賢一郎氏、平野　拓也氏

9．その他会社役員に関する重要な事項
（1）指名委員会・報酬委員会
　当社は、役員選任プロセスおよび役員報酬決定プロセスの透明性および客観性を確保し、効率的かつ実質的な議
論を行うことならびに役員報酬の体系および水準の妥当性の確保などを目的として、取締役会の諮問機関である指
名委員会および報酬委員会を設置しております。
　指名委員会は、当社の「コーポレートガバナンス基本方針」に定めた「コーポレートガバナンス体制の枠組み」
と「役員の選解任手続きと方針」に基づき、役員候補者について審議し、取締役会に答申または提案しておりま
す。また、報酬委員会は、当社の「コーポレートガバナンス基本方針」に定めた「役員報酬の決定手続きと方針」
に基づき、基本報酬の水準と、業績連動報酬の算定方法などを審議し、取締役会に答申または提案することとして
おります。

　2025年3月31日時点における指名委員会・報酬委員会の委員は以下のとおりです。

　2024年6月の上記委員の選任後から当期末までに、指名委員会を10回、報酬委員会を6回開催しました。指名委
員会においては、CEOを含む代表取締役の選定案、取締役および監査役候補者ならびに取締役会議長候補者の選任
案等について、報酬委員会においては、取締役の報酬水準および業務執行取締役の業績連動報酬における評価指標
の内容等について検討を行い、当期末までにそれぞれ取締役会に答申しました。
　また、指名委員会においては、スキルマトリックス、CEO等のサクセッションプランや社外役員候補者の選定の
検討、および非執行取締役の相互評価の実施を行い、報酬委員会においては、役員報酬の開示範囲についても検討
を行いました。
（注）当社の「コーポレートガバナンス基本方針」全文は、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しております。
　　　　https://pr.fujitsu.com/jp/ir/governance/governancereport-b-jp.pdf

（2）独立役員会議
　当社は、独立役員の活用を促すコーポレートガバナンス・コードの要請に応えつつ、取締役会において中長期の
会社の方向性に関する議論を活発化するためには、業務の執行と一定の距離を置く独立役員が恒常的に当社事業へ
の理解を深めることのできる仕組みが不可欠と考え、独立役員会議を設置しております。独立役員会議では、中長
期の当社の方向性の議論を行うとともに、独立役員の情報共有と意見交換を踏まえた各独立役員の意見形成を図り
ます。
　当期においては、独立役員会議を12回開催し、経営方針の進捗や、M&Aを含む当社および当社グループの事業再
編などの経営上の重要な事項を継続的に議論するとともに、情報共有と意見交換を行いました。また、取締役会決
議を要する重要案件の事前説明を議題とする場合は、会議体を「案件事前説明会」と構成して常勤監査役もオブザ
ーバー参加する枠組みを新設し、当期において2回開催しました。

10．会社の支配に関する基本方針
　当社は、企業価値を向上させることが、結果として買収防衛にもつながるという基本的な考え方のもと、企業価値向
上に注力しているところであり、現時点で特別な防衛策は導入しておりません。
　当社に対して買収提案があった場合は、取締役会は、当社の支配権の所在を決定するのは株主であるとの認識のも
と、適切な対応を行います。
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剰余金の配当等の決定に関する方針、会計監査人の状況

11．剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社定款第40条に規定される剰余金の配当等における取締役会に与えられた権限の行使に関する基本的な方針は、
当社のキャピタルアロケーションポリシーのもと、持続的な事業の成長に基づき、株主の皆様に安定的な剰余金の配当
の実施を継続することにあります。また、資金需要のバランスも見ながら、余剰資金を原資に機動的な自己株式の取得
も行ってまいります。

①当期に係る会計監査人としての報酬等の額 581百万円
②当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 1,024百万円

12．会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称
　EY新日本有限責任監査法人

（2）報酬等の額

（注）当社は会社法に基づく監査の報酬等の額と金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を区分しておりませんので、①の報酬等の額には、金融
商品取引法に基づく監査の報酬等を含みます。

（注）当社の一部の子会社は、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けております。
（注）監査役会は、当会で決議した「会計監査人の選定および評価基準」に基づき、前期の会計監査人の監査実績およびその評価を踏まえた当期の

監査計画における監査時間・配員計画等の内容、会計監査の職務執行状況および報酬額の見積もりの相当性を確認し、検討した結果、会計監
査人の報酬等につき、会社法第399条第1項の同意を行っております。

（3）非監査業務の内容
　会計監査人に対し、公認会計士法第2条第1項の業務以外の業務（非監査業務）として、主に当社におけるクラウ
ドサービスに係る内部統制の保証報告書に関する業務を委託し、対価を支払っております。

（4）会計監査人の解任または不再任の決定方針
　会計監査人が会社法第340条第1項各号のいずれかに該当すると認められる場合、監査役全員の同意に基づき会計
監査人を解任します。
　また、上記の場合のほか、会計監査人の適格性、独立性および専門性を害する事由の発生により、適正な監査の
遂行が困難であると認められる場合その他監査役会が解任または不再任が相当と認める事由が発生した場合、監査
役会は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任の議案内容を決定します。
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業務の適正を確保するための体制

13．業務の適正を確保するための体制
(1) 内部統制体制の整備に関する基本方針
1．目的
　富士通グループの企業価値の持続的向上を図るためには、経営の効率性を追求するとともに、事業活動により生じ
るリスクをコントロールすることが必要である。かかる基本認識のもと、株主から当社の経営の委託を受けた取締役
が、富士通グループの行動の原理原則である「Fujitsu Way」の実践・浸透とともに、どのような体制・規律をもっ
て経営の効率性の追求と事業活動により生じるリスクのコントロールをし、経営に臨むかについて、その基本方針を
委託者である株主に示すものである。

2．取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制
(1) 業務執行の決定と執行体制

①当社は、代表取締役社長の業務執行権限を分担する執行役員（以下、代表取締役および執行役員を総称して「経営
者」という。）を置き、執行役員は、職務分掌に従い、意思決定と業務執行を行う。

②当社は、最高財務責任者（CFO）を置き、富士通グループの財務・会計を統括させる。
③当社は、代表取締役社長の意思決定を補佐するため、代表取締役および執行役員で構成する経営会議を設置する。
④代表取締役社長は、経営者または経営者から権限委譲を受けた従業員が意思決定をするために必要な制度、規程

（経営会議規程、各種決裁制度等）を整備する。
⑤代表取締役社長は、決算報告・業務報告を毎回の定例取締役会において行うとともに、「内部統制体制の整備に関

する基本方針」の運用状況について、定期的に取締役会に報告し、適正に運用されていることの確認を受ける。

(2) 業務効率化の推進体制
①当社は、富士通グループのビジネスプロセス改革による生産性向上、原価低減および費用圧縮を推進するための組

織を設置し、経営の効率性を追求する。

3．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(1) 全般的な損失リスク管理体制

①当社は、富士通グループの事業継続性、企業価値の向上、企業活動の持続的発展を実現することを目標とし、これ
を阻害するおそれのあるリスクに対処するため、富士通グループ全体のリスクマネジメントを統括するリスク・コ
ンプライアンス委員会を設置するとともに、リスク毎に所管部署を定め、適切なリスクマネジメントを実施する体
制を整備する。

②リスク・コンプライアンス委員会は、富士通グループに損失を与えるリスクを常に評価、検証し、認識された事業
遂行上のリスクについて、未然防止策の策定等リスクコントロールを行い、損失の最小化に向けた活動を行う。

③リスク・コンプライアンス委員会は、リスクの顕在化により発生する損失を最小限に留めるため、上記①の体制を
通じて、顕在化したリスクを定期的に分析し、取締役会等へ報告を行い、同様のリスクの再発防止に向けた活動を
行う。
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業務の適正を確保するための体制

(2) 個別の損失リスク管理体制
　当社は、当社が認識する事業遂行上の個別の損失リスクに対処するため、リスク・コンプライアンス委員会に加
え、下記の体制をはじめとするリスク管理体制を整備する。
①製品・サービスの欠陥や瑕疵に関するリスク管理体制

・富士通グループにおける製品・サービスの欠陥や瑕疵の検証、再発防止のための品質保証体制を構築する。特に
社会システムの安定稼働のため、品質、契約、ルール等を改善する活動を継続的に行う組織を設置する。

②受託開発プロジェクトの管理体制
・システムインテグレーション等の受託開発プロジェクトにおける不採算案件等の発生防止のため、商談推進およ

びプロジェクトの遂行に伴う各種リスクを監査する専門組織を設置する。
・当該専門組織は、契約金額、契約条件、品質、費用、納期等についての監査プロセスを定め、一定条件のプロジ

ェクトの監査を行う。
・当該専門組織は、当該監査の結果にもとづき、各プロジェクトに対し是正勧告を行う。

③セキュリティ体制
・当社が提供するサービスに対するサイバーテロ、不正利用、情報漏洩等に対処するための組織を設置する。

(3) 経営リスクへの対応
①財務上のリスク管理体制

・財務上のリスクは、最高財務責任者が統括する。
②その他の経営リスクの管理体制

・市場動向、価格競争その他の経営リスクは、代表取締役社長が定める職務分掌に従い、各部門で対応する。

4．取締役および従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
(1) コンプライアンス体制
①経営者は、法令・定款遵守を含むコンプライアンスの基本理念として「Fujitsu Way」に掲げられた行動規範を遵

守するとともに、経営者としての倫理に基づいてグループ全体のコンプライアンスの推進に積極的に取り組む。
②リスク・コンプライアンス委員会は、富士通グループのコンプライアンスを統括し、以下の職務を行う。

・継続的な教育の実施等により、富士通グループの従業員に対し「Fujitsu Way」に掲げられた行動規範の遵守を
徹底させる。

・富士通グループの事業活動に係る法規制等を明確化するとともに、それらの遵守のために必要な社内ルール、教
育、監視体制の整備を行い、グループ全体のコンプライアンスを推進する。

・経営者および従業員に対し、職務の遂行に関連して、重大なコンプライアンス違反またはそのおそれのある事実
を認識した場合は、直ちに通常の業務ラインを通じてその事実をリスク・コンプライアンス委員会に通知させ
る。

・通常の業務ラインとは独立した情報伝達ルートによりコンプライアンス問題の早期発見と適切な対応を実施可能
とするため、通報者の保護体制等を確保した内部通報制度を設置・運営する。

・リスク・コンプライアンス委員会は、重大なコンプライアンス違反またはそのおそれのある事実が発覚した場
合、直ちに取締役会等へ報告する。

(2) 財務報告の適正性を確保するための体制
①当社は、最高財務責任者のもと、財務報告を作成する組織のほか、財務報告の有効性および信頼性を確保するた

め、富士通グループの財務報告に係る内部統制の整備、運用および評価を統括する組織を設置する。
②当該各組織において、富士通グループ共通の統一経理方針ならびに財務報告に係る内部統制の整備、運用および評

価に関する規程を整備する。
③富士通グループの財務報告に係る内部統制の整備、運用および評価を統括する組織は、内部統制の有効性に関する

評価結果を定期的に取締役会等に報告する。
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業務の適正を確保するための体制

(3) 情報開示体制
　当社は、社外に対し適時かつ適切な会社情報の開示を継続的に実施する体制を整備する。

(4) 内部監査体制
①当社は、業務執行について内部監査を行う組織（以下、「内部監査組織」という。）を設置し、その独立性を確保

する。
②内部監査組織は、内部監査規程を定め、当該規程にもとづき監査を行う。
③内部監査組織は、グループ各社の内部監査組織と連携して、富士通グループ全体の内部監査を行う。
④内部監査の結果は、定期的に当社および当該グループ会社の取締役会、監査役等に報告する。

5．取締役の職務執行に係る情報の保存および管理に関する体制
①経営者は、その職務の執行に係る以下の文書（電磁的記録を含む。以下同じ。）その他の重要な情報につき、社内

規程に基づき、保管責任者を定めたうえで適切に保存・管理を行う。
・株主総会議事録およびその関連資料
・取締役会議事録およびその関連資料
・その他の重要な意思決定会議の議事録およびその関連資料
・経営者を決裁者とする決裁書類およびその関連資料
・その他経営者の職務の執行に関する重要な文書

②取締役および監査役は、職務の執行状況を確認するため、上記①に定める文書を常時閲覧することができるものと
し、各文書の保管責任者は、取締役および監査役からの要請に応じて、いつでも閲覧可能な体制を整備する。

6．富士通グループにおける業務の適正を確保するための体制
①当社は、前記各体制および規程を、富士通グループを対象として構築、制定するとともに、グループ会社の経営者

から職務の執行に係る事項の報告を受ける体制を整備する。また、グループ会社の効率的かつ適法・適正な業務執
行体制の整備を指導、支援、監督する。

②当社は、グループ会社の重要事項の決定権限や決定プロセス等、代表取締役社長からのグループ会社に対する権限
委任に関する共通ルールを制定する。

③代表取締役社長は、グループ各社の管轄部門を定め、当該管轄部門の業務執行を分掌する執行役員は、グループ各
社の社長、CEO等を通じて上記①および②の実施および遵守を確認する。

④当社およびグループ各社の経営者は、定期的な連絡会等を通じて富士通グループの経営方針、経営目標達成に向け
た課題を共有し、協働する。

7．監査役の監査の適正性を確保するための体制
(1) 独立性の確保に関する事項

①当社は監査役の職務を補助すべき従業員の組織として監査役室を置き、その従業員は監査役の要求する能力および
知見を有する適切な人材を配置する。

②経営者は、監査役室の従業員の独立性および監査役による当該従業員に対する指示の実効性を確保するため、その
従業員の任命、異動、報酬等人事に関する事項については監査役の同意を得るものとする。

③経営者は、監査役室の従業員を原則その他の組織と兼務させないものとする。
ただし、監査役の要請により特別の専門知識を有する従業員を兼務させる必要が生じた場合は、上記②の独立性の
確保に配慮する。
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業務の適正を確保するための体制

(2) 報告体制に関する事項
①当社およびグループ各社の経営者は、監査役に重要な会議への出席の機会を提供する。
②当社およびグループ各社の経営者は、経営もしくは業績に影響を及ぼすリスクが発生した場合、または職務の遂行

に関連して重大なコンプライアンス違反もしくはそのおそれのある事実を認識した場合、直ちに監査役に報告す
る。

③当社およびグループ各社の経営者は、定期的に監査役に対して職務の執行状況を報告する。
④当社およびグループ各社の経営者は、上記②または③の報告をしたことを理由として経営者または従業員を不利益

に取り扱ってはならない。

(3) 実効性の確保に関する事項
①当社およびグループ各社の経営者は、定期的に監査役と情報交換を行う。
②監査役の職務の執行について生じる費用については、会社法第388条に基づくこととし、経営者は、同条の請求に

係る手続きを定める。
③内部監査組織は、定期的に監査役に対して監査結果を報告する。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
1．取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社では、代表取締役社長の業務執行権限を分担する執行役員を置き、執行役員は、取締役会において選任される
際に決定される担当業務において意思決定および業務執行を行っています。また、社長は、職務分掌および権限に関
する規程に基づき、最高財務責任者（CFO）を置いて富士通グループの財務・会計を統括させるほか、執行役員の中
から重要な業務執行を行うその他の最高責任者（CxO）を任命し、各所掌事務における業務執行に当たらせていま
す。
　さらに、当社は、経営会議を原則として月に2回開催し、代表取締役社長の意思決定を補佐しています。この経営
会議は、社長を含む最小限のメンバーで構成し、重要な業務執行に関する事項を適時に議論できる会議体として運営
することで、代表取締役の意思決定を助け、経営の効率化および迅速化を実現しています。このほか、代表取締役か
ら他の役職員への大幅な権限委譲を伴う決裁基準を整備し、経営のさらなる迅速化を図っています。毎回の定例取締
役会において、代表取締役社長および業務執行取締役から、決算報告および業務報告がなされています。

2．リスクマネジメント体制およびコンプライアンス体制
　当社では、リスクマネジメント体制とコンプライアンス体制を「内部統制体制の整備に関する基本方針」の中心に
位置づけており、この基本方針に基づくリスク・コンプライアンス委員会（以下「委員会」といいます。）は、取締
役会に直属させ、代表取締役社長を委員長として、業務執行取締役（CFOおよび最高人事責任者（CHRO））と4名
の執行役員（最高リスクマネジメント責任者（CRMO）、最高情報セキュリティ責任者（CISO）、最高品質責任者
（CQO）およびゼネラルカウンセル）で構成しています。
　委員会は、コンプライアンス違反、情報セキュリティ問題、製品・サービスの欠陥や瑕疵を含む事業遂行上のリス
クに関し、富士通グループの潜在リスクマネジメントとして重要リスクの調査を行います。そして、委員会は、リス
クが顕在化した場合には、適時に委員会に報告される体制を、当社内だけでなく、富士通グループを対象に整備・運
用しており、この報告に基づき、把握した事業遂行上のリスクについて顕在化の未然防止や顕在化したリスクにより
生じる損失の対策についての方針を決定します。委員会は、代表取締役社長主導によるリスクマネジメント経営の徹
底の目的で原則毎月開催しており（当期においては16回開催）、情報セキュリティやシステム品質に関する全社的な
施策および個別事象への対応も含め、具体策まで踏み込んで決定し、迅速に実行する体制としております。
　委員会は、以上のような体制を運用する過程で、リスクが顕在化した場合はもちろんのこと、取締役会に毎月の委
員会の活動を報告し、監督を受けています。
　なお、富士通グループから委員会に適時に報告がなされるための体制として、富士通グループの海外における事業
上の地域区分であるリージョン毎に、リージョンリスク・コンプライアンス委員会を設置しており、委員会の下部組
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業務の適正を確保するための体制

織と位置づけ、機能させることで富士通グループ全体を網羅できるようにしています。
　また、リスクマネジメント体制の強化として、情報セキュリティの分野では、富士通グループ情報セキュリティ基
本方針（グローバルセキュリティーポリシー）に基づく専任のCISOを置き、さらに、CISOの下に、富士通グループ
の海外における事業上の地域区分であるリージョン毎にリージョンCISOを設置し、情報セキュリティ施策の策定と実
行を行っています。品質の分野では、当社グループ全体の専任の品質責任者としてCQOを置き、システム品質に関
する全社的な施策および個別事象への対応を行い、また、各事業部門・リージョン・グループ会社毎に品質管理責任
者を設置し、CQOのもとグループ全体での品質管理を統制しています。
　コンプライアンスの分野では、Fujitsu Wayの行動規範（・人権を尊重します。・知的財産を守り尊重します。・
法令を遵守します。・機密を保持します。・公正な商取引を行います。・業務上の立場を私的に利用しません。）を
役職員の業務に即して解説したGlobal Business Standardsを14ヵ国語で展開し、富士通グループの全役職員が責
任あるビジネスや行動の拠り所とすべき指針・基準としています。Global Business Standardsのもとで「グローバ
ルコンプライアンスプログラム」を策定し、トップメッセージの発信、規程の整備、教育、周知活動を継続的に実施
し、富士通グループ全体のコンプライアンス体制の維持・向上に取り組んでいます。
　内部通報制度については、富士通グループ全役職員からの通報・相談窓口（「Fujitsu Alert」）を社内外に設置す
るとともに、グループ会社でも個別に通報・相談窓口を整備し、運用しています。これにより、不正行為等を早期に
発見し、是正することで、違法行為・不正行為に対し、自浄作用を働かせ、行動規範の実現を目指しています。

3．財務報告の適正性を確保するための体制および内部監査体制
　当社では、内部統制および内部監査を担当する組織が体制を構築し、企業会計審議会の「財務報告に係る内部統制
の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準」の原則に基づいて、富士通
グループ全体の財務報告に係る内部統制の評価を実施しており、活動状況および評価結果等については、代表取締役
社長、CFO、監査役および取締役会に報告しています。
　また、当社の内部統制および内部監査を担当する組織は、内部監査に関する規程に基づき内部監査を実施してお
り、すべての内部監査結果については、内部監査終了都度、ゼネラルカウンセル（内部監査担当役員）、CFOおよび
常勤監査役に報告を行っており、定期的に監査役会および会計監査人に監査要旨を報告しています。また、取締役会
に対して内部監査に関する報告を行っています。

4．富士通グループにおける業務の適正を確保するための体制
　前述の体制等は、富士通グループを対象として整備しています。
　特に、リスクマネジメント体制およびコンプライアンス体制に関しては、上記２に記載のとおりであるほか、当社
グループにおける業務の適正を確保するための体制として、富士通グループ会社（一部の子会社を除く。）の重要事
項の決定権限や決定プロセス、報告義務を定めた権限委譲に関する規程を制定し、グループ会社に遵守させ、グルー
プにおける重要事項の決定や報告に関する体制を整備しています。

以上を中心とする内部統制体制の運用状況については、定期的に取締役会および監査役への報告を行っています。
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連結財政状態計算書

連結財政状態計算書（2025年3月31日現在） (単位：百万円)

科目 金額

資産

流動資産

現金及び現金同等物 236,079

売上債権 894,877

その他の債権 60,502

契約資産 196,759

棚卸資産 205,900

その他の流動資産 109,422

（小計） 1,703,539

売却目的で保有する資産 414,042

流動資産合計 2,117,581

非流動資産

有形固定資産 368,969

のれん 78,328

無形資産 229,196

持分法で会計処理されている投資 138,292

その他の投資 122,496

退職給付に係る資産 141,472

繰延税金資産 227,490

その他の非流動資産 73,984

非流動資産合計 1,380,227

資産合計 3,497,808
　

 科目 金額

負債
流動負債

仕入債務 400,932
その他の債務 378,557
契約負債 174,651
借入金及びリース負債 146,992
未払法人所得税 60,221
引当金 32,742
その他の流動負債 41,276
（小計） 1,235,371
売却目的で保有する資産に直接関連す
る負債 116,707

流動負債合計 1,352,078
非流動負債

借入金及びリース負債 100,100
退職給付に係る負債 86,189
引当金 23,785
繰延税金負債 14,048
その他の非流動負債 19,541
非流動負債合計 243,663
負債合計 1,595,741
資本

資本金 325,638
資本剰余金 221,596
自己株式 △559,726
利益剰余金 1,700,968
その他の資本の構成要素 52,489
親会社の所有者に帰属する持分合計 1,740,965
非支配持分 161,102
資本合計 1,902,067
負債及び資本合計 3,497,808

　

14



2025/05/20 19:02:56 / 24180753_富士通株式会社_招集通知

連結損益計算書

連結損益計算書（自　2024年4月1日　至　2025年3月31日） (単位：百万円)

科目 金額

継続事業

売上収益 3,550,116

売上原価 △2,382,138

売上総利益 1,167,978

販売費及び一般管理費 △887,146

その他の収益 50,980

その他の費用 △66,723

営業利益 265,089

金融収益 11,565

金融費用 △11,457

持分法による投資利益 8,248

継続事業からの税引前利益 273,445

法人所得税費用 △63,870

継続事業からの当期利益 209,575

非継続事業

非継続事業からの当期利益 22,551

当期利益 232,126

当期利益の帰属：

親会社の所有者 219,807

非支配持分 12,319

合計 232,126
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連結持分変動計算書

連結持分変動計算書（自　2024年4月1日　至　2025年3月31日） (単位：百万円)

親会社の所有者に帰属する持分
資本金 資本剰余金 自己株式 利益剰余金

2024年4月1日残高   325,638   239,856   △380,881   1,487,397
当期利益   -   -   -   219,807
その他の包括利益   -   -   -   -
当期包括利益   -   -   -   219,807
自己株式の取得   -   -   △180,023   -
自己株式の処分   -   -   1   -
株式報酬取引   -   1,491   1,177   △10
剰余金の配当   -   -   -   △49,534
利益剰余金への振替   -   -   -   39,874
非支配持分の取得及び売
却による増減額   -   △16,091   -   -

子会社の取得及び売却に
よる増減額   -   △3,660   -   3,685

その他   -   -   -   △251
2025年3月31日残高   325,638   221,596   △559,726   1,700,968

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計
その他の資本の構成要素

親会社の所有者に
帰属する持分合計在外営業活動体

の 換 算 差 額
キ ャ ッ シ ュ ・
フ ロ ー ・ ヘ ッ ジ

その他の包括利
益を通じて公正
価値で測定され
る 金 融 資 産

確定給付制度の
再 測 定

その他の資本の
構 成 要 素 合 計

2024年4月1日残高 30,757 35 49,591   - 80,383 1,752,393 166,441 1,918,834
当期利益   -   -   -   -   - 219,807 12,319 232,126
その他の包括利益  △6,742  △51  △1,998 20,800 12,009 12,009 815 12,824
当期包括利益  △6,742  △51  △1,998 20,800 12,009 231,816 13,134 244,950
自己株式の取得   -   -   -   -   -  △180,023   -  △180,023
自己株式の処分   -   -   -   -   - 1   - 1
株式報酬取引   -   -   -   -   - 2,658   - 2,658
剰余金の配当   -   -   -   -   -  △49,534  △969  △50,503
利益剰余金への振替   -   -  △19,074  △20,800  △39,874   -   -   -
非支配持分の取得及び売
却による増減額   -   -   -   -   -  △16,091  △8,407  △24,498

子会社の取得及び売却に
よる増減額   - 1  △26   -  △25   -  △9,094  △9,094

その他   -   -  △4   -  △4  △255  △3  △258
2025年3月31日残高 24,015  △15 28,489   - 52,489 1,740,965 161,102 1,902,067
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ご参考

（自　2024年4月１日　至　2025年3月31日） (単位：百万円)

科目 金額

当期利益 232,126
その他の包括利益 12,824
当期包括利益 244,950
当期包括利益の帰属:

親会社の所有者 231,816
非支配持分 13,134
合計 244,950

（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日） (単位：百万円)

科目 金額

営業活動によるキャッシュ・フロー 303,882
投資活動によるキャッシュ・フロー △89,176
財務活動によるキャッシュ・フロー △240,454
現金及び現金同等物の期末残高 320,099

＜ご参考＞要約連結包括利益計算書

＜ご参考＞要約連結キャッシュ・フロー計算書

（注）１. 要約連結包括利益計算書及び要約連結キャッシュ・フロー計算書については、会社法における連結計算書類に含まれておりませんが、参考資
料として表示しております。

２. その他の包括利益は、主に確定給付制度の再測定、在外営業活動体の換算差額及びその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に
よるものです。

３. フリー・キャッシュ・フローは214,706百万円です。
フリー・キャッシュ・フローは営業活動及び投資活動によるキャッシュ・フローを合わせたものです。

 4. 要約連結キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金同等物の期末残高320,099百万円には売却目的で保有する資産に分類した現金及び
現金同等物84,020百万円が含まれております。
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連結注記表
【連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及び連結の範囲又は持分法の適用の範囲の変更に関する注記】
1．会社計算規則（平成18年2月7日法務省令第13号、最終改正 令和7年2月28日法務省令第5号）に基づいて連結計

算書類を作成しております。当連結計算書類は、会社計算規則第120条第1項の規定により、国際会計基準（以
下、IFRS）に準拠して作成しております。なお、同項後段の規定により、IFRSにより求められる開示項目の一部を
省略しております。

2．連結の範囲に関する事項
本連結計算書類は、主要な子会社271社を連結したものであります。当連結会計年度の連結範囲の異動は、増加4
社、減少24社で、主な増減は以下のとおりであります。なお、主要な連結子会社名は、「事業報告　1企業集団の
現況　(4)重要な子会社等の状況」に記載しているため省略しております。

（当年度取得・設立等により、連結子会社とした会社）………   4社
（清算・売却等により減少した会社）…………………………… 20社
（合併により減少した会社）………………………………………   4社

3．持分法の適用に関する事項
関連会社に対する投資につきましては、持分法を適用しており、適用会社数は14社であります。
主な持分法適用会社は、株式会社富士通ゼネラル、富士通クライアントコンピューティング株式会社、FLCS株式
会社であります。
なお、当連結会計年度の持分法適用会社の異動は、減少1社であります。

（注）株式会社JECCの発行済株式の20％以上を所有しておりますが、同社は情報処理産業振興のため、国産電算
機製造会社等6社の共同出資により運営されている特殊な会社でありますので、関連会社としておりません。

4．会計方針に関する事項
(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 金融資産
　ａ．非デリバティブ金融資産

金融資産は、償却原価で測定する金融資産、純損益又はその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に
分類しております。なお、この分類は、当初認識時に決定しております。
すべての金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類される場合を除き、公正価値に取引費用
を加算した金額で測定しております。
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償却原価で測定する金融資産
金融資産は、以下の2要件を満たす場合には、償却原価で測定する金融資産に分類しております。
・金融資産から生じる契約上のキャッシュ・フローを回収するために当該金融資産を保有していること。
・金融資産から生じるキャッシュ・フローが、契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払いのみであ
ること。
当初認識後は、実効金利法による償却原価（減損損失控除後）で測定し、償却額は金融収益として純損益で認識し
ております。
公正価値で測定する金融資産
償却原価で測定する金融資産以外の金融資産は、公正価値で測定する金融資産に分類しております。公正価値で測
定する資本性金融商品については、純損益を通じて公正価値で測定しなければならない売買目的で保有されるもの
を除き、個々の資本性金融商品ごとに、純損益を通じて公正価値で測定するか、その他の包括利益を通じて公正価
値で測定するかを指定し、当該指定を継続的に適用しております。
当初認識後は、期末日における公正価値で測定し、その変動額は金融資産の分類に応じて純損益又はその他の包括
利益で認識しております。その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産の認識を中止した場合には、過
去に認識したその他の包括利益の累計額を利益剰余金に振り替えております。

　ｂ．デリバティブ金融資産
デリバティブは当初認識時に公正価値で測定し、当初認識後も公正価値で測定しております。

② 非金融資産
　ａ．棚卸資産

棚卸資産は取得原価で測定しておりますが、正味実現可能価額が取得原価より下落している場合には、正味実現可
能価額で測定し、取得原価との差額を原則として売上原価に認識しております。
棚卸資産の取得原価には、購入原価、加工費のほか当該棚卸資産が現在の場所及び状態に至るまでに発生した原価
を含めており、代替性がある場合は移動平均法又は総平均法によって測定し、代替性がない場合は個別法により測
定しております。
正味実現可能価額は、通常の事業の過程における予想売価から完成までに要する見積追加製造原価及び見積販売直
接経費を控除して算定しております。長期に滞留する棚卸資産及び役務の提供が長期にわたる有償保守サービス用
棚卸資産については、将来の需要や市場動向を反映した正味実現可能価額としております。
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ｂ．有形固定資産
有形固定資産は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した額で測定しております。

　ｃ．のれん
企業結合で取得したのれんは、取得原価から減損損失累計額を控除した額で測定しております。

　ｄ．無形資産
無形資産は、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した額で測定しております。

　ｅ．減損
棚卸資産を除く非金融資産については、減損の兆候が存在する場合に、その資産の回収可能価額を見積もり、減損
テストを行っております。のれん及び耐用年数を確定できない無形資産は、減損の兆候が存在する場合のほか、年
次で減損テストを行っております。減損損失は、資産又は資金生成単位の回収可能価額が帳簿価額を下回った場合
に認識しております。

(2) 資産の償却の方法
① 有形固定資産（使用権資産を除く）

有形固定資産項目は、償却可能額（取得原価から残存価額を控除した金額）を規則的にその耐用年数にわたって減
価償却しております。当社グループは、資産から得ることができる将来の経済的便益の消費パターン（収益と費用
のより適切な対応）を反映した方法として主として定額法を適用しております。
重要な有形固定資産項目の見積耐用年数は、以下のとおりであります。
・建物及び構築物 ……………………7年～50年
・機械及び装置 ………………………3年～  7年
・工具、器具及び備品 ………………2年～10年
減価償却方法、耐用年数及び残存価額は、必要に応じて見直しております。

② 無形資産（使用権資産を除く）
市場販売目的のソフトウェアについては、見込有効期間における見込販売数量に基づいて償却しております。自社
利用のソフトウェアやその他の無形資産のうち、耐用年数を確定できるものは、資産の将来の経済的便益が消費さ
れると予測されるパターンを耐用年数に反映し、その耐用年数にわたって原則として定額法にて償却しておりま
す。
見積耐用年数は以下のとおりであります。
・市場販売目的のソフトウェア ……3年
・自社利用のソフトウェア …………10年以内
償却方法、耐用年数及び残存価額は、必要に応じて見直しております。
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③ 使用権資産
借手が資産をリース期間にわたり使用する権利を表す有形固定資産及び無形資産に含まれる使用権資産について
は、リース期間又は経済的耐用年数のいずれか短い期間で定額法にて償却しております。

(3) 引当金の計上基準
引当金は、過去の事象の結果として当社グループが法的又は推定的債務を負っており、当該債務を決済するために
経済的資源の流出が生じる可能性が高く、かつその債務の金額を合理的に見積もることができる場合に認識してお
ります。引当金は、見積将来キャッシュ・フローを貨幣の時間的価値及び当該債務に特有のリスクを反映した税引
前の利率を用いて現在価値に割り引いております。

(4) 退職給付制度
確定給付型退職給付制度
確定給付型退職給付制度に関連する当社グループの確定給付負債（資産）の純額は、確定給付制度債務の現在価値
から制度資産の公正価値を控除した金額で測定しております。確定給付制度債務は、制度ごとに区別して、従業員
が提供したサービスの対価として獲得した将来給付額を見積もり、その金額を現在価値に割り引くことによって算
定しております。この計算は、連結会計年度ごとに、保険数理人が予測単位積増方式を用いて行っております。割
引率は、当社グループの従業員に対する退職給付の支払見込期間と概ね同じ満期日を有するもので、かつ支払見込
給付と同じ通貨建の、優良社債の連結会計年度末における市場利回りにより決定しております。
当社グループは、確定給付負債（資産）の純額は、再測定した時点で、税効果を調整した上でその他の包括利益で
認識し、その他の資本の構成要素から直ちに利益剰余金に振り替えております。

確定拠出型退職給付制度
確定拠出型退職給付制度の拠出額は、従業員がサービスを提供した期間に、人件費として純損益で認識しておりま
す。
リスク分担型企業年金は、追加掛金の拠出義務を実質的に負っていないため、確定拠出制度に分類しております。

(5) 売上収益
① サービスに関する売上収益

サービスの提供は、通常、(a)当社グループの履行によって提供される便益をその履行につれて顧客が同時に受け
取って消費する、(b)当社グループの履行が資産を創出するか又は増価させその創出又は増価につれて顧客が当該
資産を支配する、又は、(c)当社グループの履行が他に転用できる資産を創出せず、当社グループが現在までに完
了した履行に対する支払を受ける強制可能な権利を有している場合のいずれかに該当するため、一定の期間にわた
り充足される履行義務であります。サービスの売上収益は、履行義務の完全な充足に向けた進捗度を合理的に測定
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できる場合は進捗度の測定に基づいて、進捗度を合理的に測定できない場合は履行義務の結果を合理的に測定でき
るようになるまで発生したコストの範囲で、認識しております。
一括請負などの成果物の引渡し義務を負うサービス契約（システムインテグレーション等）では、契約の履行にお
いて、当社グループでコストが発生し、作業が進捗していくことに伴い、当該顧客のためのオーダーメイドなサー
ビスが完成に近づき、顧客が使用できる状態に近づいていくため、原則としてプロジェクト見積総原価に対する連
結会計期間末までの発生原価の割合で進捗度を測定する方法に基づいて売上収益を認識しております。ただし、契
約開始時に当社が履行する義務に関してマイルストーンが定められている場合は、当該マイルストーンの達成に基
づいて売上収益を認識しております。
継続して役務の提供を行うサービス契約（アウトソーシングサービス、保守サービス等）は、顧客の要求に応じた
サービスを契約期間にわたって提供しております。顧客の要求に迅速に対応するため常に役務が提供できる状態で
待機しておく必要があることから役務の提供は待機状態も含めた一定の期間にわたって行われているため、サービ
スが提供される期間に対する提供済期間の割合で進捗度を測定する方法に基づいて売上収益を認識しております。
また、アウトソーシングサービス、保守サービス等のうち単位あたりで課金するサービス契約では、サービスの提
供が完了し、請求可能となった時点で、売上収益を認識しております。
なお、契約当初に見積もった売上収益、進捗度又は発生原価に変更が生じた場合は、見積りの変更による累積影響
額を、当該変更が明らかとなり見積り可能となった連結会計期間に純損益で認識しております。

② ハードウェア・プロダクトに関する売上収益
ハードウェア・プロダクトを単体で提供する場合は、通常、履行義務が一定の期間にわたり充足されるものでない
ため、一時点で充足される履行義務であり、その支配を顧客に移転した時点で、取引価格のうち履行義務に配分し
た額を売上収益として認識しております。支配が顧客へ移転した時点を決定するにあたり、(a)資産に対する支払
を受ける権利を有している、(b)顧客が資産に対する法的所有権を有している、(c)資産の物理的占有を移転した、
(d)顧客が資産の所有に伴う重大なリスクと経済価値を有している、(e)顧客が資産を検収しているか否かを考慮し
ております。
サーバ、ネットワークプロダクトなど、据付等の重要なサービスを要するハードウェアの販売による売上収益は、
原則として、顧客の検収時に認識しております。
パソコンなどの標準的なハードウェアの販売による売上収益は、原則として、当該ハードウェアに対する支配が顧
客に移転する引渡時に認識しております。
一方、ハードの受託製造・製造請負において、当社グループの履行が他に転用できる資産を創出せず、当社グルー
プが現在までに完了した履行に対する支払を受ける強制可能な権利を有している場合には、履行義務の充足を忠実
に描写するような方法を用いて進捗度の測定に応じて売上収益を認識しております。
当社グループは、様々なチャネルの顧客に対して、ボリュームディスカウントや販売インセンティブ（販売奨励
金）を含む様々なマーケティングプログラムを提供しております。これら顧客に支払われる対価が事後的に変動す
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る可能性がある場合には、変動する対価を見積もり、その不確実性が解消される際に重大な売上収益の戻入れが起
こらない可能性が非常に高い範囲で、売上収益に含めて処理しております。変動対価の見積りにあたっては、期待
値法か最頻値法のいずれかのうち、権利を得ることとなる対価の金額をより適切に予測できる方法を用いておりま
す。

③ ライセンスに関する売上収益
ライセンスの提供は、(a)顧客が権利を有する知的財産に著しく影響を与える活動を行うことを契約が要求してい
るか又は顧客が合理的に期待している、(b)ライセンスによって供与される権利により、当社グループの活動の正
又は負の影響に顧客が直接的に晒される、(c)そうした活動の結果、当該活動が生じるにつれて顧客に財又はサー
ビスが移転することがない、という要件をすべて満たす場合には、知的財産権をアクセスする権利（アクセス権）
として一定期間にわたり売上収益を認識し、いずれかを満たさない場合には、知的財産を使用する権利（使用権）
として一時点で売上収益を認識しております。
当社グループにおける主なライセンスであるソフトウェアについては、通常、供与後に当社が知的財産の形態又は
機能性を変化させる活動又はライセンス期間にわたって知的財産の価値を維持するための活動を実施する義務を負
わず、上記のいずれの要件も満たさないため、使用権として一時点で売上収益を認識しております。
ソフトウェアがクラウド・サービス上で提供される場合には、通常、それらを単一の履行義務として、クラウド・
サービスの売上収益と同じ時期で売上収益を認識しております。
ソフトウェアをソフトウェア・サポートと合わせて販売している場合には、通常、それぞれ別個の履行義務とし
て、ソフトウェアにかかる売上収益とソフトウェア・サポートにかかる売上収益は別個に認識しております。ただ
し、ソフトウェア・サポートが提供されない限り当該ソフトウェアの便益を顧客が享受することができない場合に
は、例外的に単一の履行義務として、ソフトウェア・サポートの売上収益と同じ時期で売上収益を認識しておりま
す。
単品で販売しているソフトウェアのアップグレード権については、通常、ソフトウェアと当該アップグレード権を
別個の履行義務として、当該アップグレード権を提供した時点で売上収益を認識しております。一方、ソフトウェ
アのアップグレード権がソフトウェア・サポートと統合された形で提供されている場合には、それらを単一の履行
義務として、サービスの収益認識と同じ時期で売上収益を認識しております。

④ 複合取引
複合取引とは、ハードウェア販売とその付帯サービス、あるいはソフトウェア販売とその後のサポートサービスな
どのように複数の財又はサービスが一つの契約に含まれるものであります。
顧客に約束している財又はサービスは、顧客がその財又はサービスからの便益をそれ単独で又は顧客にとって容易
に利用可能な他の資源と組み合わせて得ることができる（すなわち、当該財又はサービスが別個のものとなり得
る）場合、かつ、財又はサービスを顧客に移転するという企業の約束が契約の中の他の約束と区分して識別可能で
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ある（すなわち、当該財又はサービスが契約の観点において別個のものである）場合には、別個の履行義務として
識別しております。
取引価格を複合取引におけるそれぞれの履行義務に独立販売価格の比率で配分するため、契約におけるそれぞれの
履行義務の基礎となる別個の財又はサービスの契約開始時に独立販売価格を算定し、取引価格を当該独立販売価格
に比例して配分しております。独立販売価格が直接的に観察可能ではない場合には、複合取引におけるそれぞれの
履行義務について予想コストとマージンの積算等に基づき独立販売価格を見積もり、取引価格を配分しておりま
す。

⑤ 代理人取引
当社グループが財又はサービスの仕入及び販売に関して、それらを顧客に移転する前に支配していない場合、すな
わち、顧客に代わって調達の手配を代理人として行う取引については、手数料を売上収益として認識しておりま
す。当社グループが当該財又はサービスを顧客に提供する前に支配しているか否かの判断にあたっては、(a)当該
財又はサービスを提供するという約束の履行に対する主たる責任を有している、(b)当該財又はサービスが顧客に
移転される前、又は支配が顧客へ移転した後に在庫リスクを有している、（c)当該財又はサービスの価格の設定に
おいて裁量権があるか否かを考慮しております。

(6) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① グループ通算制度の適用

グループ通算制度を適用しております。

② 非継続事業
当社グループは、独立した事業が既に処分されたか又は売却目的保有に分類される要件を満たした時点で、当該事
業を非継続事業に分類しております。

【会計上の見積りに関する注記】
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計年度に係
る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは以下の通りであります。

1．収益認識
当連結会計年度の連結財政状態計算書において、契約資産196,759百万円を計上しております。
一括請負などの成果物の引渡し義務を負うサービス契約の売上収益及び売上原価は、その取引の成果について信頼
性をもった見積りを行った上で、その進捗度に応じて認識しております。契約資産は、主に当該売上収益にかかる
未請求売掛金であり、顧客の検収時に売上債権へ振替えられます。
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当社グループは、原則としてプロジェクト見積総原価に対する連結会計期間末までの発生原価の割合で進捗度を測
定する方法を適用しております。見積総原価は、プロジェクトごとの仕様や作業期間、契約に係るリスク等に基づ
き見積もっております。収益及び費用は、プロジェクト総収益及び総原価の見積り並びに進捗度の測定結果に依存
しているため、追加コストの発生等により、計上額が変動する可能性があります。

2．有形固定資産
当連結会計年度の連結財政状態計算書において、有形固定資産368,969百万円を計上しております。
有形固定資産の減価償却費は、事業ごとの実態に応じた回収期間を反映した見積耐用年数に基づき、主として定額
法で算定しております。事業環境の急激な変化に伴う生産設備の遊休化や稼働率低下のほか、事業再編等により、
保有資産から得られる将来キャッシュ・フロー見込額が減少した場合には、減損損失が発生する可能性がありま
す。

3．のれん
当連結会計年度の連結財政状態計算書において、のれん78,328百万円を計上しております。
のれんは、年次で、また、減損の兆候がある場合はその都度、減損テストを行っております。のれんが配分された
資金生成単位（CGU）の回収可能価額が帳簿価額を下回った場合に、減損損失を認識しております。
回収可能価額は主に使用価値により算定しております。使用価値の見積りにおける重要な仮定は、経営者によって
承認された中期経営計画（主に３ヶ年）における将来キャッシュ・フローの見積り、その後の期間の将来の不確実
性を考慮した長期平均成長率及び割引率であり、割引率は加重平均資本コストを基礎として算定しております。こ
れらの仮定は経営者の最善の見積りと判断により決定しておりますが、将来の事業環境の変化等の影響により見直
しが必要となった場合、減損損失が発生する可能性があります。

4．無形資産
当連結会計年度の連結財政状態計算書において、無形資産229,196百万円を計上しております。
市場販売目的のソフトウェアについては、見込有効期間における見込販売数量に基づいて償却しております。自社
利用のソフトウェアは、資産の将来の経済的便益が消費されると予測されるパターンを耐用年数に反映した定額法
にて償却しております。事業環境の変化により、販売数量が当初販売計画を下回る等、保有資産から得られる将来
キャッシュ・フロー見込額が減少した場合には、減損損失が発生する可能性があり、利用可能期間の見直しの結
果、耐用年数を短縮させる場合には、連結会計期間あたりの償却負担が増加する可能性があります。

5．繰延税金資産
当連結会計年度の連結財政状態計算書において、繰延税金資産227,490百万円を計上しております。
繰延税金資産の回収可能性の判断は将来の事業計画等から算出した課税所得に基づいており、未使用の税務上の繰
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越欠損金、税額控除及び将来減算一時差異のうち、利用できる可能性が高いものを繰延税金資産として計上してお
ります。事業環境の変化等により、一部又は全部の繰延税金資産の便益を実現させるだけの十分な課税所得を稼得
できないと見込まれる場合には、繰延税金資産の計上額が減額され、追加の費用が発生する可能性があります。

6．引当金
事業構造改善引当金
当連結会計年度の連結財政状態計算書において、事業構造改善引当金13,838百万円を計上しております。
事業構造改善のための人員の適正化及び事業譲渡に関連した契約等に伴う損失見込額を計上しております。当該見
積額は公表された構造改革計画に基づいておりますが、事業環境の急激な変化に伴う構造改革計画の見直し等によ
り追加の費用もしくは費用の戻しが発生する可能性があります。

受注損失引当金
当連結会計年度の連結財政状態計算書において、受注損失引当金6,725百万円を計上しております。
一括請負などの成果物の引渡し義務を負うサービス契約のうち、見積原価総額が収益総額を超過する可能性が高
く、かつその金額を合理的に見積もることができる場合、損失見込額を引当金として計上しております。プロジェ
クト総原価は、プロジェクトごとの仕様や作業期間、契約に係るリスク等に基づき見積もっておりますが、追加コ
ストの発生等により当初見積り時のプロジェクト総原価の見直しが発生し、追加の費用もしくは費用の戻しが発生
する可能性があります。

7．確定給付制度
当連結会計年度の連結財政状態計算書において、退職給付に係る資産141,472百万円及び退職給付に係る負債
86,189百万円を計上しております。
当社グループは、確定給付型もしくは確定拠出型の退職給付制度を設けています。運用収益の悪化により制度資産
の公正価値が減少した場合や、確定給付制度債務算出にあたっての種々の前提条件（割引率、退職率、死亡率等）
が変更され制度債務が増加した場合には、積立状況が悪化し、資本が減少する可能性があります。また、退職給付
制度を変更する場合には、純損益に影響を与える可能性があります。

1．担保に供している資産及び担保に係る債務
(1) 担保に供している資産 (単位：百万円)

担保資産残高 ………………………………………………… 550
（担保資産）　　無形資産 550

【連結財政状態計算書に関する注記】
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(2) 担保に係る債務
担保付債務残高 ……………………………………………… 1,190
（担保付債務）　引当金 1,190

2．資産から直接控除した貸倒引当金
(1) 売上債権 ……………………………………………………… 2,948
(2) その他の非流動資産 ………………………………………… 687

3．有形固定資産の減価償却累計額 …………………………… 785,572
（減損損失累計額を含む）

【連結損益計算書に関する注記】
1. その他の収益

子会社株式売却益として16,746百万円を計上しております。主なものは、2025年2月3日に当社連結子会社であ
る富士通コミュニケーションサービス株式会社の株式を譲渡したことに伴う収益14,413百万円であります。
収益に関する補助金として20,772百万円を計上しております。主に、グリーンイノベーション基金事業における
次世代デジタルインフラの構築などに対する政府補助金による収益であり、当該収益はセグメント上、主に消去・
全社に含まれております。
上記のほか、固定資産売却益2,137百万円などが含まれております。

2. その他の費用
人材ポートフォリオ変革に向けて、間接部門の幹部社員を対象にセルフ・プロデュース支援制度を拡充、また直接
部門員も含めた一部対象者に外部転進支援を実施したことに伴う費用38,563百万円を計上しております。なお、
セルフ・プロデュース支援制度とは当社グループ外へのキャリア転進を希望する従業員に対し一定の支援を実施す
る制度です。
上記のほか、事業再編費用8,982百万円、減損損失4,521百万円、移設撤去費2,409百万円などが含まれていま
す。
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連結持分変動計算書に関する注記

普通株式…………………………………………………… 2,071,108,450株

決　議 株式の種類 配当金の総額
（百万円） １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2024年 5 月29日
取締役会 普通株式 23,910 130円 2024年 3 月31日 2024年 6 月 3 日

2024年10月31日
取締役会 普通株式 25,624 14円 2024年 9 月30日 2024年12月 4 日

決　議 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 １株当たり

配当額 基準日 効力発生日

2025年 5 月28日
取締役会 普通株式 24,882 利益剰余金 14円 2025年 3 月31日 2025年 6 月 3 日

【連結持分変動計算書に関する注記】
1．当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

（注）当社は、2024年4月1日を効力発生日として、普通株式1株につき10株の割合で株式分割を実施しました。

2．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

（注）当社は、2024年4月1日を効力発生日として、普通株式1株につき10株の割合で株式分割を実施しました。基準
日が2024年3月31日以前の「1株当たり配当額」については、当該株式分割前の実際の配当金の額を記載しておりま
す。

3．当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
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企業結合等に関する注記

① 取締役会決議日 2025年2月12日
② 本取引基本契約締結日 2025年2月12日
③ 本公開買付期間 2025年2月13日から2025年3月13日まで
④ 本株式譲渡 2025年3月21日

【企業結合等に関する注記】
1.　連結子会社（FDK株式会社）株式に関する譲渡について

当社は、2025年2月12日付の取締役会決議により、電子部品の製造を手掛ける台湾拠点の企業グループである
PSA グ ル ー プ を 構 成 す る 企 業 の 一 つ で あ る 閎 暉 實 業 股 份 有 限 公 司 （SILITECH 　TECHNOLOGY　
CORPORATION）（以下、公開買付者）との間における、公開買付者によるFDK株式会社（以下、FDK）の普通
株式（以下、FDK株式）に対する公開買付け（以下、本公開買付け）に応募する旨の応募契約（以下、本応募契
約）を承認する決定をし、本応募契約を締結の上、当社が所有するFDK株式の全部について、本公開買付けに応募
しました。本公開買付けは2025年3月13日をもって終了し、本公開買付けに応募された株券等の総数が買付予定
数の下限以上となりましたので、本公開買付けは成立しております。これに伴い、当社が保有するFDK株式の一部
を2025年3月21日付で株式譲渡し、FDKを当社の連結の範囲および持分法適用の範囲から除外いたしました。

（１） 株式譲渡の理由
当社は、2023年5月24日に公表した中期経営計画（2023～2025年度）において、「事業モデル・ ポートフォ
リオ戦略」、「カスタマサクセス戦略／地域戦略」、「テクノロジー戦略」、「リソース戦略」の４つを取り組む
べき重点戦略として掲げております。本株式譲渡は、「事業モデル・ポートフォリオ戦略」に則った、ポートフォ
リオ変革の取り組みを加速させることを企図するもので、本株式譲渡により取得する現金資産を、Fujitsu 
Uvanceを含む収益性の高いデジタル・クラウドサービスを中心としたサービスソリューションといった成長領域
への投資および株主還元に振り向けることで、更なる企業価値向上を図っていく考えです。

（２） 株式譲渡する相手会社の名称
閎暉實業股份有限公司（SILITECH　TECHNOLOGY　CORPORATION）

（３） 株式譲渡の時期

（４） 当該連結子会社の名称及び事業内容
① 連結子会社の名称

FDK株式会社
② 事業内容

乾電池・充電池およびエレクトロニクス関連の素材・部品とそれらの応用製品の製造および販売
③ 当社との取引関係

FDKは製品の一部を当社へ納入しており、また当社製品の購入とサービスの提供を受けております。
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① 異動前の所有株式数
20,295,422株
（議決権の数：202,954個）
（議決権所有割合：58.82%）（注１）

② 譲渡株式数 14,224,400株
（議決権の数：142,244個）

③ 譲渡価額 62億円

④ 異動後の所有株式数
6,071,022株
（議決権の数：60,710個）
（議決権所有割合：17.59%）（注１）

（５） 法的形式を含む取引の概要
現金を対価とする株式譲渡

（６） 譲渡株式数、譲渡価額および譲渡前後の所有株式の状況

（注 1）「議決権所有割合」の計算においては、FDKが2025年3月14日に提出した臨時報告書に記載のとおり、
FDKが2025年1月28日に提出した2025年３月期第３四半期決算短信〔日本基準〕（連結）に記載された
2024年12月31日現在のFDKの発行済株式総数（34,536,302株）から、同日現在のFDKが所有する自己株
式数（31,057株）を控除した34,505,245株に係る議決権の数（345,052個）を分母として計算しておりま
す。
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（追加情報）
1.　連結子会社（新光電気工業株式会社）の株式に対する公開買い付けの終了について

当社は、2023年12月12日に、JICC-04株式会社（以下、公開買付者）との間における、①公開買付者による当社
の連結子会社である新光電気工業株式会社（以下、新光電気工業）の普通株式（以下、新光電気工業株式）に対す
る公開買付け（以下、本公開買付け）への不応募、②公開買付者が本公開買付けにより新光電気工業株式の全て
（ただし、当社が所有する新光電気工業株式（以下、当社売却予定株式）および新光電気工業が所有する自己株式
を除く）を取得できなかった場合に、新光電気工業の株主を当社と公開買付者のみとするために新光電気工業が行
う株式併合、③新光電気工業が当社売却予定株式の取得を実行するための資金および分配可能額を確保することを
目的とする公開買付者による新光電気工業に対する資金提供および新光電気工業における資本金、資本準備金およ
び利益準備金の額の減少、並びに④新光電気工業の自己株式取得に当社が応じることによる当社売却予定株式の譲
渡を通じた新光電気工業株式を非公開化することを目的とする一連の取引に関する取引基本契約を締結いたしまし
た。

公開買付者は、2025年2月18日から本公開買付けを実施しておりましたが、本公開買付けが2025年3月18日を
もって終了しました。本公開買付けに応募された株券等の総数が買付予定数の下限以上となりましたので、本公開
買付けは成立しております。

本公開買付けの成立により、当連結会計年度において、新光電気工業および同社の子会社の事業を非継続事業に分
類し、同社の事業等から生じた損益は非継続事業からの当期利益として計上しております。また、当社は翌連結会
計年度において、新光電気工業による自己株式取得を通じて、当社売却予定株式の譲渡を行う予定です。これに伴
う翌連結会計年度の当社業績への影響は以下のとおりです。

・連結業績
関係会社株式売却益（非継続事業からの税引前利益）約1,500億円の計上を見込んでおります。
（注）上記の業績への影響額は、当社が現時点での入手可能な情報から得た判断に基づき作成したものであり、実
際の業績は様々な要素により、予想数値と異なる可能性があります。

2.　関連会社（株式会社富士通ゼネラル）株式に関する契約の締結について
当社は、2025年1月6日開催の取締役会において、株式会社パロマ・リームホールディングス（以下、本公開買付
者）との間における、①本公開買付者による当社の関連会社である株式会社富士通ゼネラル（以下、富士通ゼネラ
ル）の普通株式（以下、富士通ゼネラル株式）に対する公開買付け（以下、本公開買付け）への不応募、②本公開
買付者が本公開買付けにより富士通ゼネラル株式の全て（ただし、当社が所有する富士通ゼネラル株式（以下、当
社売却予定株式）および富士通ゼネラルが所有する自己株式を除く）を取得できなかった場合に、富士通ゼネラル
の株主を当社と本公開買付者のみとするために富士通ゼネラルが行う株式併合（以下、本株式併合）、③富士通ゼ
ネラルが当社売却予定株式の取得を実行するための資金および分配可能額を確保することを目的とする本公開買付
者による富士通ゼネラルに対する資金提供（以下、本資金提供）および富士通ゼネラルにおける資本金、資本準備

31



2025/05/20 19:02:56 / 24180753_富士通株式会社_招集通知

企業結合等に関する注記

① 取締役会決議日 2025年1月6日
② 本取引基本契約締結日 2025年1月6日
③ 本公開買付期間 2025年4月28日から2025年5月28日（予定）
④ 本株式併合 本公開買付けの決済の完了後、実施予定
⑤ 本株式譲渡 本株式併合の完了後、実施予定

金および利益準備金の額の減少（以下、本減資等）、並びに④富士通ゼネラルの自己株式取得に当社が応じること
による当社売却予定株式の譲渡（以下、本株式譲渡）を通じた富士通ゼネラル株式を非公開化することを目的とす
る一連の取引（総称して以下、本取引）に関する取引基本契約（以下、本取引基本契約）を承認する決定をし、本
取引基本契約を締結いたしました。

（１）株式譲渡の理由
当社は、2023年5月24日に公表した中期経営計画（2023～2025 年度）において、「事業モデル・ポートフ
ォリオ戦略」、「カスタマサクセス戦略／地域戦略」、「テクノロジー戦略」、「リソース戦略」の４つを取
り組むべき重点戦略として掲げております。本株式譲渡は、「事業モデル・ポートフォリオ戦略」に則った、
ポートフォリオ変革の取り組みを加速させることを企図するもので、本株式譲渡により取得する現金資産を、 
Fujitsu Uvance を含む収益性の高いデジタル・クラウドサービスを中心としたサービスソリューションといっ
た成長領域への投資および株主還元に振り向けることで、更なる企業価値向上を図っていく考えです。

（２）株式譲渡する相手会社の名称
株式会社富士通ゼネラル

（３）株式譲渡の時期

（４）当該関連会社の名称及び事業内容
①関連会社の名称
　株式会社富士通ゼネラル
②事業内容
　空調機、情報通信機器および電子デバイス製品の開発、製造および販売並びにサービスの提供
③当社との取引関係
　当社と当該会社の間には、当該会社の情報通信機器の当社からの受託製造および当社への販売等に係る取
　引があります。その他の特筆すべき取引関係はありません。

（５）法的形式を含む取引の概要
現金を対価とする株式譲渡
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① 異動前の所有株式数
46,121,000株
（議決権の数：461,210個）
（議決権所有割合：44.05%）（注１）

② 譲渡株式数 46,121,000株（注２）
（議決権の数：461,210個）

③ 譲渡価額 920億円（注3）

④ 異動後の所有株式数
0株
（議決権の数：0個）
（議決権所有割合：0%）

（６）譲渡株式数、譲渡価額および譲渡前後の所有株式の状況

（注 1）「議決権所有割合」は、富士通ゼネラルが2024年11月1日に提出した第106期半期報告書に記載され
た2024年9月30日現在の総株主の議決権の数（1,047,090個）に対する割合を記載しております。

（注 2）本株式譲渡による譲渡株式数は、当社売却予定株式数から本株式併合に伴い端数株式として本公開買
付者に買い取られる株式を控除した数となります。

（注 3）本株式譲渡の譲渡価額総額は、本株式譲渡価額に、当社売却予定株式数から本株式併合に伴い端数株
式として本公開買付者に買い取られる株式を控除した数を乗じた金額となる予定です。上記に記載し
ている金額は、本株式譲渡価額に当社売却予定株式数を乗じて算出した参考値である旨にご留意くだ
さい。
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【金融商品に関する注記】
1．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、『富士通グループ・トレジャリー・ポリシー』に基づいて財務活動を行い、事業活動における資
金需要に基づき、主に銀行借入や社債発行により資金を調達しております。一時的な余剰資金は、事業活動に必要
な流動性を確保した上で安全性の高い金融資産にて運用しております。デリバティブ取引については、ヘッジ目的
のみに利用し、投機目的及びトレーディング目的では行っておりません。
売上債権及び契約資産は、顧客の信用リスクに晒されております。また、製品の輸出に伴い一部の売上債権は外貨
建てであり、為替の変動リスクに晒されております。その他の金融資産は、主に資金運用を目的とした譲渡性預金
や取引先企業との取引関係の維持・強化を目的として政策的に保有する株式等であり、株式については市場価格の
変動リスクや出資先の財政状態の悪化リスクに晒されております。また、取引先企業等に対し貸付を行っておりま
す。
仕入債務及びその他の債務は、概ね１年以内の支払期日であります。また、部材の輸入に伴い一部の仕入債務は外
貨建てであり、為替の変動リスクに晒されております。社債及び借入金は、運転資金及び設備投資等の資金の調達
を目的としたものであります。このうち一部は変動金利であるため、金利の変動リスクに晒されております。
① 信用リスク

当社グループは、製品の販売、サービスの提供にあたり、与信管理の基準及び手続きに従い、回収リスクの軽
減を図っております。売上債権及び契約資産については、営業部門から独立した部門が取引先の信用状況を審
査し、売上債権については取引先別に回収期日及び残高を管理し、円滑かつ確実な回収を図っております。ま
た、貸付金については、定期的に貸付先の財政状況を把握し、必要に応じて貸付条件を見直す場合がありま
す。
デリバティブ取引は、取引先の選定にあたり、信用リスクを考慮しております。
当連結会計年度の末日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の帳簿価額により表
わされております。

② 流動性リスク
当社グループは、資金収支予測を作成し、資金需要を把握しております。また、資金調達方法の多様化を進め
ることにより流動性リスクを軽減しております。

　　③ 市場リスク
当社グループは、外貨建ての売上債権及び仕入債務について、通貨別に把握された為替の変動リスクに対し
て、先物為替予約等の取引を利用しており、外貨建てのキャッシュ・フローに係る為替の変動リスクを抑制す
るために、通貨スワップ等の取引を利用しております。また、社債及び借入金に係る支払金利の変動リスクを
抑制するために、金利スワップ取引を利用しております。
株式については、定期的に公正価値や出資先の財務状況を把握するとともに、出資先との関係を勘案して保有
状況を継続的に見直しております。
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デリバティブ取引については、デリバティブ取引に関する管理規定に基づき、最高財務責任者(CFO)が承認し
た方針に従い財務部門が個別の取引を実施し、管理台帳への記録及び契約先との取引残高の照合を行っており
ます。また、財務部門は、実施した取引の内容・取引残高の推移を、CFO及び経理部門責任者に報告しており
ます。

2. 金融商品の公正価値及び公正価値ヒエラルキー別の内訳に関する事項
2025年3月31日における帳簿価額及び公正価値については、次のとおりであります。

公正価値のヒエラルキー
　　レベル1：同一の資産又は負債に関する活発な市場での公表価格により測定された公正価値（無調整）
　　レベル2：レベル1以外の、観察可能なインプットを直接又は間接的に使用して測定された公正価値
　　レベル3：重要な観察不能なインプットを含む評価方法により測定された公正価値
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帳簿価額
公正価値

合計 レベル１ レベル２ レベル３
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

資産
純損益を通じて公正価値で
測定する金融資産

デリバティブ 1,070 1,070               - 1,070            -
債券 12,243 12,243               -               - 12,243
株式等 8,685 8,685 2,164               - 6,521

その他の包括利益を通じて公
正価値で測定する金融資産

株式等 100,437 100,437 32,225               - 68,212
合計 122,435 122,435 34,389 1,070 86,976

負債
純損益を通じて公正価値で
測定する金融負債

デリバティブ 1,155 1,155               - 1,155            -
合計 1,155 1,155               - 1,155            -

①公正価値で測定する金融資産及び金融負債
（ｉ）帳簿価額と公正価値の比較及び公正価値ヒエラルキー

（注）1. 金融商品の公正価値の算定方法は以下のとおりであります。
デリバティブ：契約を締結している金融機関から提示された価格や利用可能な情報に基づく適切な評価方法により見積もっております。
株式：活発な市場での公表価格が入手できる場合は、公表価格を用いております。活発な市場での公表価格が入手できない場合は、将来キャ

ッシュ・フローを割り引く方法、又はその他の適切な評価方法により見積もっております。
債券：活発な市場での公表価格が入手できる場合は、公表価格を用いております。活発な市場での公表価格が入手できない場合は、取引先金

融機関から提示された価格に基づく適切な評価方法により見積もっております。
（注）2. リース負債については「金融商品の公正価値及び公正価値ヒエラルキー別の内訳に関する事項」の開示に含まれておりません。
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帳簿価額
公正価値

合計 レベル1 レベル2 レベル3
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

資産
償却原価で測定する金融資産

債券 359 359               -               - 359
合計 359 359               -               - 359

負債
償却原価で測定する金融負債

長期借入金（非流動） 422 422               - 422            -
合計 422 422               - 422            -

②償却原価で測定する金融資産及び金融負債
（ｉ）帳簿価額と公正価値の比較及び公正価値ヒエラルキー

（注）1. 償却原価で測定する金融資産及び金融負債のうち、流動資産及び流動負債に分類されるものについては、帳簿価額が公正価値の合理的な近似
値となっているため、「金融商品の公正価値及び公正価値ヒエラルキー別の内訳に関する事項」の開示を省略しております。

（注）2. 金融商品の公正価値の算定方法は以下のとおりであります。
債券：活発な市場での公表価格が入手できる場合は、公表価格を用いております。活発な市場での公表価格が入手できない場合は、取引先金

融機関から提示された価格に基づく適切な評価方法により見積もっております。
長期借入金：元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

(1)１株当たり親会社所有者帰属持分 ……………………… 979円 53銭
(2)基本的１株当たり当期利益 ………………………………
       継続事業 …………………………………………………
       非継続事業 ………………………………………………

120円 93銭
113円 89銭
    7円 04銭

【１株当たり情報に関する注記】
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収益認識に関する注記、偶発事象に関する注記

サービス
ソリューション

ハードウェア
ソリューション

ユビキタス
ソリューション 消去・全社 合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
日本  1,590,287  643,633  241,332  37,575  2,512,827
欧州  403,549  221,850  7,386  459  633,244
アメリカ  68,429  110,850  -  273  179,552
アジアパシフィック  107,234  68,294  1,539  42  177,109
東アジア  37,132  3,964  1,258  34  42,388
その他  4,852  144  -  -  4,996
連結計  2,211,483  1,048,735  251,515  38,383  3,550,116

【収益認識に関する注記】
（１）売上収益の分解

当社グループは売上収益を顧客の所在地を基礎とした地域別に分解しております。
分解した地域別の売上収益と報告セグメントとの関係は以下のとおりです。
なお、デバイスソリューションを非継続事業に分類し、当連結会計年度の報告セグメントから除外しております。

（注）１．リース取引から生じる収益は、重要性がないため、売上収益に含めて表示しております。
（注）２．その他には中近東、アフリカが含まれております。
（注）３．サービスソリューションは、以下により構成されています。
　　　　　- Fujitsu Uvanceを中心とした、グローバル共通の価値提供サービスの創出・提供
　　　　　- 日本市場に向けたサービスビジネスの提供・実装 （Fujitsu Uvanceのインプリメンテーションも含む）
　　　　　- 海外市場に向けたサービスビジネスの提供・実装 （Fujitsu Uvanceのインプリメンテーションも含む）
（注）４．ハードウェアソリューションは、以下により構成されています。
　　　　　- ICTの基盤となる、サーバやストレージシステムなどのハードウェアの販売及び保守サービス
　　　　　- 携帯電話基地局や光伝送システムなどの通信インフラを提供するネットワークプロダクト
（注）５．ユビキタスソリューションは、パソコンなどの「クライアントコンピューティングデバイス」により構成されています。
（注）６．消去・全社は主に当社グループ向けにサービスを提供するコーポレート系子会社の外部収益により構成されています。

（２）契約資産及び契約負債
契約資産は、主に、一括請負などの成果物の引渡し義務を負うサービス契約において進捗度の測定に基づいて認識
した売上収益にかかる未請求売掛金であり、顧客の検収時に売上債権へ振替えられます。
契約負債は、主に、継続して役務の提供を行う契約における顧客からの前受金であります。期首現在の契約負債残
高のうち当連結会計年度に売上収益として認識した金額は、101,191百万円であります。

（３）履行義務
各報告セグメントの製品及びサービスにおける履行義務と収益の測定方法については、「連結計算書類の作成のた
めの基本となる重要な事項及び連結の範囲又は持分法の適用の範囲の変更に関する注記　4．会計方針に関する事
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収益認識に関する注記、偶発事象に関する注記

項」をご参照下さい。
なお、それぞれの履行義務における支払条件は主として1年以内であり、長期の前払いや後払いの支払条件が設定
されている取引に重要なものはありません。
当連結会計年度末で未充足（又は部分的に未充足）の履行義務に配分した取引価格の総額は1,749,621百万円であ
り、このうち1,113,965百万円は1年以内に売上収益として認識することを見込んでおります。
なお、当社グループはIFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」第121項の実務上の便法は適用せず、予想期
間が1年以内の契約に係る履行義務も上記に含めています。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格
に含まれていない重要な金額はありません。

【偶発事象に関する注記】
英国Post Office向け会計システムにかかる事案について、英国の法定調査に当社の英国子会社Fujitsu Services 
Ltdが対応しております。今後の調査結果に基づき、英国政府と適切な対応に取り組んでまいりますが、現時点に
おいて当該事案の連結計算書類への影響を予想することは困難です。
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非継続事業に関する注記

【非継続事業に関する注記】
（１）非継続事業の概要

　当社は、デバイスソリューションの構成会社である、当社の連結子会社①新光電気工業株式会社（以下、新光
電気工業）、②FDK株式会社（以下、FDK）、③富士通オプティカルコンポーネンツ株式会社（以下、富士通オ
プティカルコンポーネンツ）およびこれらの子会社の事業を以下の理由から、当連結会計年度より非継続事業に
分類しております。これにより、デバイスソリューションの利益は、「非継続事業からの当期利益」として、継
続事業と区分して表⽰しております。

①当社は、2023年12月12日に、JICC-04株式会社（以下、公開買付者）との間で、公開買付者による新光電気
工業の普通株式（以下、新光電気工業株式）に対する公開買付け（以下、本公開買付け）の実施および当社が所
有する新光電気工業株式の譲渡に関する契約を締結しました。本公開買付けは2025年3月18日をもって終了
し、本公開買付けに応募された株券等の総数が買付予定数の下限以上となりましたので、本公開買付けは成立し
ております。なお当社は、新光電気工業株式を、翌連結会計年度において、新光電気工業による自己株式取得を
通じて譲渡する予定です。詳細は、「企業結合等に関する注記　（追加情報）1.　連結子会社（新光電気工業株
式会社）株式に対する公開買付けの終了について」に記載のとおりです。

②当社は、2025年2月12日に、SILITECH TECHNOLOGY CORPORATION（以下、公開買付者）との間で、
公開買付者によるFDKの普通株式（以下、FDK株式）に対する公開買付け（以下、本公開買付け）に応募する旨
の契約を締結の上、当社が所有するFDK株式の全部について、本公開買付けに応募しました。本公開買付けは
2025年3月13日をもって終了し、本公開買付けに応募された株券等の総数が買付予定数の下限以上となりまし
たので、本公開買付けは成立しております。これに伴い、当社が保有するFDK株式の一部を2025年3月21日に
譲渡し、FDKを当社の連結の範囲および持分法適用の範囲から除外いたしました。詳細は、「企業結合等に関す
る注記　1.　連結子会社（FDK株式会社）株式に関する譲渡について」に記載のとおりです。

③当社は、2024年12月12日に、古河電気工業株式会社（以下、古河電気工業）との間で、当社が所有する富士
通オプティカルコンポーネンツの普通株式（以下、富士通オプティカルコンポーネンツ株式）の全部を古河電気
工業に譲渡する旨の契約を締結しました。なお富士通オプティカルコンポーネンツ株式の譲渡は2025年4月1日
に完了しております。
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非継続事業に関する注記

科目 金額

非継続事業

売上収益 285,858

売上原価及び営業費用 △255,039

営業利益 30,819

金融損益 △1,361

非継続事業からの税引前利益 29,458

法人所得税費用 △6,907

非継続事業からの当期利益 22,551

科目 金額

親会社の所有者

継続事業からの当期利益 207,010

非継続事業からの当期利益 12,797

合計 219,807

非支配持分

継続事業からの当期利益 2,565

非継続事業からの当期利益 9,754

合計 12,319

（２）非継続事業の損益　（自　2024年4月1日　至　2025年3月31日）　(単位:百万円)

（３）当期利益の帰属　（自　2024年4月1日　至　2025年3月31日）　　(単位:百万円)
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重要な後発事象に関する注記

【重要な後発事象に関する注記】
1．自己株式の取得

当社は、2025年4月24日開催の取締役会において、会社法第459条第1項及び当社定款の規定に基づく自己株式
取得に係る事項について、下記の通り決議しました。

（１）自己株式取得を行う理由
当連結会計年度実績及び翌連結会計年度予想の利益とキャッシュ・フローの拡大を背景として、事業環境や財務状
況、資本効率の向上などを総合的に検討した結果、実施するものです。

（２）自己株式取得に係る事項の内容
・取得対象株式の種類 ：普通株式
・取得し得る株式の総数 ：120,000,000株（上限）（発行済株式総数(自己株式を除く)に対する割合 6.75%)
・株式の取得価額の総額 ：1,700億円（上限）
・取得期間 ：2025年5月1日～2026年3月31日
・取得方法 ：東京証券取引所における市場買付(証券会社による投資一任方式、自己株式立会外買付取引

                   (ToSTNeT-3)による買付を含む)
（注）急激な事業環境の変化、大幅な資金需要の増加、インサイダー取引規制上の理由等により、一部または全部

の取得が行われない可能性もあります。
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貸借対照表

貸借対照表（2025年3月31日現在） (単位：百万円)

科目 金額
資産の部
流動資産
現金及び預金 1,432
預け金 7,779
受取手形 336
売掛金 532,147
契約資産 149,881
商品及び製品 28,448
仕掛品 7,415
原材料及び貯蔵品 40,784
前渡金 7,895
関係会社短期貸付金 13,142
未収入金 100,660
その他 42,625
貸倒引当金 △10,995
流動資産合計 921,556
固定資産
有形固定資産
建物（純額） 87,361
構築物（純額） 4,470
機械及び装置（純額） 1,325
車両運搬具（純額） 15
工具、器具及び備品（純額） 43,819
土地 38,831
建設仮勘定 10,039
有形固定資産合計 185,862
無形固定資産
ソフトウェア 133,992
その他 9,698
無形固定資産合計 143,690
投資その他の資産
投資有価証券 68,881
関係会社株式 318,830
破産更生債権等 11
前払年金費用 40,640
繰延税金資産 211,301
その他 45,009
貸倒引当金 △506
投資その他の資産合計 684,167
固定資産合計 1,013,720

資産合計 1,935,277
　

科目 金額
負債の部
流動負債
買掛金 354,499
関係会社短期借入金 124,316
リース債務 1,146
未払金 77,834
未払費用 134,551
未払法人税等 19,649
契約負債 52,432
預り金 13,686
受注損失引当金 1,965
製品保証引当金 572
関係会社事業損失引当金 44,085
役員賞与引当金 222
事業構造改善引当金 297
株式報酬引当金 2,683
その他 3,086
流動負債合計 831,031
固定負債
リース債務 2,318
製品保証引当金 1,890
事業構造改善引当金 100
株式報酬引当金 5,344
資産除去債務 7,797
その他 789
固定負債合計 18,240

負債合計 849,272
純資産の部
株主資本
資本金 325,638
資本剰余金
資本準備金 1,013
その他資本剰余金 101,808
資本剰余金合計 102,821
利益剰余金
利益準備金 45,417
その他利益剰余金
繰越利益剰余金 1,159,887
利益剰余金合計 1,205,304
自己株式 △559,726
株主資本合計 1,074,037
評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金 11,967
評価・換算差額等合計 11,967

純資産合計 1,086,004
負債純資産合計 1,935,277
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損益計算書

損益計算書（自　2024年4月１日　至　2025年3月31日） (単位：百万円)

科目 金額

売上高 1,817,036
売上原価 1,256,107
売上総利益 560,929
販売費及び一般管理費 459,256
営業利益 101,672
営業外収益
受取利息 281
受取配当金 84,265
関係会社事業損失引当金戻入額 17,327
その他の金融収益 1,952
営業外収益合計 103,826
営業外費用
支払利息 308
為替差損 987
貸倒引当金繰入額 19
貸倒損失 54
関係会社事業損失引当金繰入額 4,423
投資事業組合運用損 966
その他の金融費用 71
営業外費用合計 6,832
経常利益 198,666
特別利益
関係会社株式売却益 35,356
投資有価証券売却益 27,920
抱合せ株式消滅差益 5,407
特別利益合計 68,684
特別損失
事業構造改善費用 24,772
関係会社株式売却損 2,180
減損損失 281
特別損失合計 27,234
税引前当期純利益 240,116
法人税、住民税及び事業税 27,394
法人税等調整額 △4,272
法人税等合計 23,122
当期純利益 216,994
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書（自　2024年4月1日　至　2025年3月31日） (単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計繰越利益

剰余金
2024年4月1日残高 325,638 1,013 154,506 155,519 40,464 997,380 1,037,844

当期変動額

剰余金の配当 - - - -- 4,953 △54,488 △49,534

当期純利益 - - - - - 216,994 216,994

自己株式の取得 - - - - - - -

自己株式の処分 - - 652 652 - - -

会社分割による減少 - - △53,350 △53,350 - - -

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） - - - - - - -

当期変動額合計 - - △52,698 △52,698 4,953 162,506 167,459

2025年3月31日残高 325,638 1,013 101,808 102,821 45,417 1,159,887 1,205,304

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

2024年4月1日残高 △380,881 1,138,120 28,386 28,386 1,166,506

当期変動額

剰余金の配当 - △49,534 - - △49,534

当期純利益 - 216,994 - - 216,994

自己株式の取得 △180,023 △180,023 - - △180,023

自己株式の処分 1,178 1,831 - - 1,831

会社分割による減少 - △53,350 - - △53,350
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） - - △16,419 △16,419 △16,419

当期変動額合計 △178,844 △64,082 △16,419 △16,419 △80,501

2025年3月31日残高 △559,726 1,074,037 11,967 11,967 1,086,004
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重要な会計方針に係る事項に関する注記、会計上の見積りに関する注記、表示方法の変更に関する注記

個別注記表
【重要な会計方針に係る事項に関する注記】
1．会社計算規則（平成18年2月7日法務省令第13号、最終改正　令和7年2月28日法務省令第5号）に基づいて計算書

類を作成しております。

2．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法
その他有価証券
・市場価格のない株式等以外………決算日の市場価格等に基づく時価法

取得原価と時価との差額の処理方法………全部純資産直入法
売却時の売却原価の算定方法………………移動平均法による原価法

・市場価格のない株式等……………移動平均法による原価法

(2) デリバティブ等
デリバティブ…………………………時価法

(3) 棚卸資産
通常の販売目的で保有する棚卸資産
・商品及び製品………………………移動平均法による原価法
・仕掛品………………………………個別法又は総平均法による原価法
・原材料及び貯蔵品…………………移動平均法による原価法
なお、収益性の低下した棚卸資産については、帳簿価額を切下げております。

3．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法で計算しております。
耐用年数についてはビジネスごとに実態に応じた回収期間を反映し、次のとおり見積もっております。
・建物、構築物………………………7年～50年
・機械及び装置………………………3年～  7年
・工具、器具及び備品………………2年～10年
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(2) 無形固定資産（リース資産を除く）
ソフトウェア
・市場販売目的………………………見込有効期間（3年）における見込販売数量に基づく方法
・自社利用……………………………利用可能期間（10年以内）に基づく定額法
その他…………………………………定額法

(3) リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、定額法で計算しており
ます。

4．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 受注損失引当金
受注制作のソフトウェア等のうち、当事業年度末時点で採算性の悪化が顕在化しているものについて損失見込額を
計上しております。

(3) 製品保証引当金
契約に基づき保証期間内の製品を無償で修理・交換する費用の支出に備えるため、過去の実績を基礎として算出し
た修理・交換費用の見積額を製品の販売時に計上しております。

(4) 関係会社事業損失引当金
関係会社の事業に係る損失等に備えるため、関係会社の財政状態等を個別に勘案し、損失見込額を計上しておりま
す。

(5) 役員賞与引当金
役員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しております。

(6) 事業構造改善引当金
      事業構造改善のための事業整理等に伴う損失見込額を計上しております。
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(7) 退職給付引当金又は前払年金費用
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計
上しております。
退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定
式基準によっております。
数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
・過去勤務費用の処理方法…………定額法（10年）により費用処理
・数理計算上の差異の処理方法……定額法（従業員の平均残存勤務期間）で按分した額をそれぞれ発生の翌事業年

度より費用処理

(8) 株式報酬引当金
役員等に対する株式報酬の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

5．収益及び費用の計上基準
(1) サービスに関する収益
　　サービスの提供は、通常、(a)当社が顧客との契約における義務を履行するにつれて、顧客が便益を享受する、(b)

当社が顧客との契約における義務を履行することにより、資産が生じる又は資産の価値が増加し、それにつれて、
顧客が当該資産を支配する、又は、(c)当社が顧客との契約における義務を履行することにより、別の用途に転用
することができない資産が生じ、当社が履行を完了した部分について、対価を収受する強制力のある権利を有して
いる場合のいずれかに該当するため、一定の期間にわたり充足される履行義務であります。サービスの収益は、履
行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができる場合は当該進捗度に基づいて、進捗度を合理的に見積る
ことができないが、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合は、履行義務の充
足に係る進捗度を合理的に見積ることができる時まで原価回収基準により、認識しております。

　　一括請負などの成果物の引渡し義務を負うサービス契約（システムインテグレーション等）では、契約の履行にお
いて、当社でコストが発生し、作業が進捗していくことに伴い、当該顧客のためのオーダーメイドなサービスが完
成に近づき、顧客が使用できる状態に近づいていくため、原則としてプロジェクト見積総原価に対する当事業年度
末までの発生原価の割合で進捗度を見積る方法に基づいて収益を認識しております。ただし、契約開始時に当社が
履行する義務に関してマイルストーンが定められている場合は、当該マイルストーンの達成に基づいて収益を認識
しております。

　　継続して役務の提供を行うサービス契約（アウトソーシングサービス、保守サービス等）は、顧客の要求に応じた
サービスを契約期間にわたって提供しております。顧客の要求に迅速に対応するため常に役務が提供できる状態で
待機しておく必要があることから役務の提供は待機状態も含めた一定の期間にわたって行われているため、サービ
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スが提供される期間に対する提供済期間の割合で進捗度を見積る方法に基づいて収益を認識しております。また、
アウトソーシングサービス、保守サービス等のうち単位あたりで課金するサービス契約では、サービスの提供が完
了し、請求可能となった時点で、収益を認識しております。

　　なお、契約当初に見積もった収益、進捗度又は発生原価に変更が生じた場合は、見積りの変更による累積影響額
を、当該変更が明らかとなり見積り可能となった事業年度に純損益で認識しております。

(2) ハードウェア・プロダクトに関する収益
　　ハードウェア・プロダクトを単体で提供する場合は、通常、履行義務が一定の期間にわたり充足されるものでない

ため、一時点で充足される履行義務であり、その支配を顧客に移転した時点で、取引価格のうち履行義務に配分し
た額を収益として認識しております。支配が顧客へ移転した時点を決定するにあたり、(a)資産に関する対価を収
受する現在の権利を有している、(b)顧客が資産に対する法的所有権を有している、(c)資産の物理的占有を移転し
た、(d)顧客が資産の所有に伴う重大なリスクを負い経済価値を享受している、(e)顧客が資産を検収しているか否
かを考慮しております。

　　サーバ、ネットワークプロダクトなど、据付等の重要なサービスを要するハードウェアの販売による収益は、原則
として、顧客の検収時に認識しております。

　　パソコンなどの標準的なハードウェアの販売による収益は、原則として、当該ハードウェアに対する支配が顧客に
移転する引渡時に認識しております。

　　一方、ハードの受託製造・製造請負において、当社の履行により、別の用途に転用することができない資産が生
じ、当社が履行を完了した部分について対価を収受する強制力のある権利を有している場合には、履行義務の充足
を忠実に描写するような方法を用いて進捗度の見積りに応じて収益を認識しております。

　　当社は、様々なチャネルの顧客に対して、ボリュームディスカウントや販売インセンティブ（販売奨励金）を含む
様々なマーケティングプログラムを提供しております。これら顧客に支払われる対価が事後的に変動する可能性が
ある場合には、変動する対価を見積もり、その不確実性が解消される際に、解消される時点までに計上された収益
の著しい減額が発生しない可能性が高い部分に限り、収益に含めて処理しております。変動対価の見積りにあたっ
ては、期待値法か最頻値法のいずれかのうち、権利を得ることとなる対価の金額をより適切に予測できる方法を用
いております。

(3) ライセンスに関する収益
ライセンスの提供は、(a)顧客が権利を有している知的財産に著しく影響を与える活動を行うことを契約により定
められている又は顧客により合理的に期待されている、(b)上記活動により、顧客が直接的に影響を受ける、(c)上
記活動の結果として、当社の活動が生じたとしても、財又はサービスが顧客に移転しない、という要件をすべて満
たす場合には、知的財産にアクセスする権利（アクセス権）として一定期間にわたり収益を認識し、いずれかを満
たさない場合には、知的財産を使用する権利（使用権）として一時点で収益を認識しております。
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当社における主なライセンスであるソフトウェアについては、通常、供与後に当社が知的財産の形態又は機能性を
著しく変化させる活動又はライセンス期間にわたって知的財産の価値を維持するための活動を実施する義務を負わ
ず、上記のいずれの要件も満たさないため、使用権として一時点で収益を認識しております。
ソフトウェアがクラウド・サービス上で提供される場合には、通常、それらを単一の履行義務として、クラウド・
サービスの収益と同じ時期で収益を認識しております。
ソフトウェアをソフトウェア・サポートと合わせて販売している場合には、通常、それぞれ別個の履行義務とし
て、ソフトウェアにかかる収益とソフトウェア・サポートにかかる収益は別個に認識しております。ただし、ソフ
トウェア・サポートが提供されない限り当該ソフトウェアの便益を顧客が享受することができない場合には、例外
的に単一の履行義務として、ソフトウェア・サポートの収益と同じ時期で収益を認識しております。
単品で販売しているソフトウェアのアップグレード権については、通常、ソフトウェアと当該アップグレード権を
別個の履行義務として、当該アップグレード権を提供した時点で収益を認識しております。一方、ソフトウェアの
アップグレード権がソフトウェア・サポートと統合された形で提供されている場合には、それらを単一の履行義務
として、サービスの収益認識と同じ時期で収益を認識しております。

(4) 複合取引
複合取引とは、ハードウェア販売とその付帯サービス、あるいはソフトウェア販売とその後のサポートサービスな
どのように複数の財又はサービスが一つの契約に含まれるものであります。
顧客に約束している財又はサービスは、当該財又はサービスから単独で顧客が便益を享受することができる、ある
いは、当該財又はサービスと顧客が容易に利用できる他の資源を組み合わせて顧客が便益を享受することができる
（すなわち、当該財又はサービスが別個のものとなる可能性がある）場合、かつ、当該財又はサービスを顧客に移
転する約束が、契約に含まれる他の約束と区分して識別できる（すなわち、当該財又はサービスを顧客に移転する
約束が契約の観点において別個のものとなる）場合には、別個の履行義務として識別しております。
取引価格を複合取引における財又はサービスの独立販売価格の比率に基づき配分する際には、契約におけるそれぞ
れの履行義務の基礎となる別個の財又はサービスについて、契約における取引開始日の独立販売価格を算定し、取
引価格を当該独立販売価格の比率に基づき配分しております。独立販売価格を直接観察できない場合には、複合取
引におけるそれぞれの履行義務について予想コストとマージンの積算等に基づき独立販売価格を見積もり、取引価
格を配分しております。

(5) 代理人取引
当社が財又はサービスの仕入及び販売に関して、それらを顧客に提供される前に支配していない場合、すなわち、
顧客に代わって調達の手配を代理人として行う取引については、手数料を収益として認識しております。当社が当
該財又はサービスを顧客に提供する前に支配しているか否かの判断にあたっては、(a)当該財又はサービスを提供
するという約束の履行に対して主たる責任を有している、(b)当該財又はサービスが顧客に提供される前、又は支
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配が顧客に移転した後に在庫リスクを有している、(c)当該財又はサービスの価格の設定において裁量権があるか
否かを考慮しております。

6．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

(2) 退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類にお
けるこれらの会計処理の方法と異なっております。

(3) グループ通算制度の適用
グループ通算制度を適用しております。

【会計上の見積りに関する注記】
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書類に
重要な影響を及ぼす可能性があるものは、以下のとおりであります。

1．収益認識
当事業年度の貸借対照表において、契約資産149,881百万円を計上しております。
「連結注記表　会計上の見積りに関する注記 1. 収益認識」をご参照ください。

2．有形固定資産
当事業年度の貸借対照表において、有形固定資産185,862百万円を計上しております。
「連結注記表　会計上の見積りに関する注記  2. 有形固定資産」をご参照ください。

3．無形固定資産
当事業年度の貸借対照表において、無形固定資産143,690百万円を計上しております。
「連結注記表　会計上の見積りに関する注記  4. 無形資産」をご参照ください。

4．繰延税金資産
当事業年度の貸借対照表において、繰延税金資産211,301百万円を計上しております。
「連結注記表　会計上の見積りに関する注記  5. 繰延税金資産」をご参照ください。
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5．引当金
当事業年度の貸借対照表において、受注損失引当金1,965百万円を計上しております。
「連結注記表　会計上の見積りに関する注記  6. 引当金」をご参照ください。

当事業年度の貸借対照表において、関係会社事業損失引当金44,085百万円を計上しております。
関係会社の財政状態等を個別に勘案し、損失見込額を引当金として計上しております。損失見込額は関係会社の財
政状態の変化、将来の事業計画の見直し等により変動する可能性があります。

6．確定給付制度
当事業年度の貸借対照表において、前払年金費用40,640百万円を計上しております。
当社は、確定給付型もしくは確定拠出型の退職給付制度を設けています。運用収益の悪化により年金資産の公正価
値が減少した場合や、退職給付債務算出にあたっての種々の前提条件（割引率、退職率、死亡率等）が変更され退
職給付債務が増加した場合には、積立状況が悪化し、追加の費用が発生する可能性があります。

7．関係会社株式の評価
当事業年度の貸借対照表において、関係会社株式318,830百万円を計上しております。
市場価格のない株式は、発行会社の財政状態の悪化により、取得価格に対し実質価額が著しく低下した場合、回復
可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除き、相当の減額処理を行い、評価差額を損失として処理してい
ます。なお、超過収益力を反映して取得した株式については、実質価額に当該超過収益力を反映し、超過収益力が
毀損したと判断される場合には、実質価額に当該収益力の毀損を反映し評価しています。

【表示方法の変更に関する注記】
前事業年度において、営業外収益の「その他の金融収益」に含めて表示しておりました「関係会社事業損失引当金
戻入額」は、金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記しております。

前事業年度において、営業外費用の「その他の金融費用」に含めて表示しておりました「投資事業組合運用損」
は、金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記しております。
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1．有形固定資産の減価償却累計額 (単位：百万円)

建物 ……………………………………………………………… 219,503
構築物 …………………………………………………………… 13,621
機械及び装置 …………………………………………………… 17,277
車両運搬具 ……………………………………………………… 51
工具、器具及び備品 …………………………………………… 144,594

計 395,047

短期金銭債権 …………………………………………………… 200,092
長期金銭債権 …………………………………………………… 478
短期金銭債務 …………………………………………………… 357,660
長期金銭債務 …………………………………………………… 1,352

【貸借対照表に関する注記】

2．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

3．関係会社短期貸付金
主に当社子会社Fujitsu America, Inc.に対する貸付金であります。

営業取引による取引高 (単位：百万円)

売上高 ………………………………………………………… 399,792
仕入高 ………………………………………………………… 861,167
営業取引以外の取引による取引高 ………………………… 85,920

【損益計算書に関する注記】
1．関係会社との取引高

2．関係会社事業損失引当金戻入額
主に、欧州子会社の債務超過額に対して計上していた関係会社事業損失引当金の戻入益であります。

3．関係会社株式売却益
主に、富士通コミュニケーションサービス株式会社及び株式会社PFUの株式売却によるものであります。

4．投資有価証券売却益
主に、株式会社デンソーテン及び富士電機株式会社の株式売却によるものであります。
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5．事業構造改善費用
主に、人材ポートフォリオ変革に向けて、間接部門の幹部社員を対象にしたセルフ・プロデュース支援制度の拡充
費用及び、直接部門員も含めた一部対象者に外部転進支援を実施したことに伴う費用であります。なお、セルフ・
プロデュース支援制度とは当社グループ外へのキャリア転進を希望する従業員に対し一定の支援を実施する制度で
す。

普通株式 ……………………………………………………… 293,767,505株

【株主資本等変動計算書に関する注記】
当事業年度末における自己株式の数

（注）当社は、2024年4月1日を効力発生日として、普通株式1株につき10株の割合で株式分割を実施しました。

【税効果会計に関する注記】
繰延税金資産の発生の主な原因は、関係会社株式等評価損、未払賞与、関係会社事業損失引当金であり、繰延税金
負債の発生の主な原因は、前払年金費用であります。なお、スケジューリングが不能な関係会社株式等評価損など
に係る繰延税金資産については、評価性引当額を控除しております。

【企業結合等に関する注記】
1.  連結子会社（株式会社富士通エフサス）との会社分割

当社はサーバおよびストレージなどを中心としたハードウェア事業の基盤強化に向けて、2024年4月1日付で「エ
フサステクノロジーズ株式会社」を発足させました。これまで当社グループ内に散在していた開発・製造・販売・
保守などの機能を集約し、ワンストップ体制を構築することで、経営判断の迅速化と徹底した事業効率を追求し、
当社グループ全体として高付加価値なトータルソリューションを提供してまいります。

この目的のため、当社は2023年12月26日開催の取締役会において、2024年4月1日を効力発生日として、当社
のサーバ、ストレージおよびエンタープライズネットワークの開発・製造・販売・保守事業、ならびに法人向けパ
ソコンの直接販売事業を会社分割により当社連結子会社である株式会社富士通エフサス（以下、FSAS）へ承継さ
せること、また、FSASのメインフレームおよびUNIXサーバの保守事業、ならびにインフラ構築サービス事業を会
社分割により当社が承継すること（以下、総称して、本組織再編）を決議し、各々吸収分割契約を締結いたしまし
た。なお、当該決議に基づき、2024年4月1日付で、本組織再編を行いました。
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（当社を吸収分割会社とし、FSASを吸収分割承継会社とする吸収分割について）
（１）事業分離の概要
　　① 分割先企業の名称及び分割する事業の内容
　　（ⅰ）名称
　　　株式会社富士通エフサス（2024年4月1日付でエフサステクノロジーズ株式会社への商号変更を行いまし
　　　た。）
　　（ⅱ）事業の内容
　　　PC サーバ「PRIMERGY」、基幹IA サーバ「PRIMEQUEST」、ストレージシステム「ETERNUS」を中心
　　　とするサーバ、ストレージ（メインフレーム・UNIXサーバを除く）およびネットワークサーバ「IPCOM」
　　　を中心とするネットワーク製品（通信キャリア向けネットワークに関するものを除く）の開発・製造・販
　　　売・ 保守事業、アライアンスパートナー製のネットワーク製品の販売・保守事業、ならびに法人向けパソ
　　　コンの直接販売事業
　　② 会社分割日

　　　2024年4月1日
　　③ 会社分割を行った主な理由
　　　今般、サーバおよびストレージ等を中心としたハードウェアソリューション事業の基盤強化に向けて、同事
　　　業を2024年4月1日付けでICTインフラの企画、コンサルティングおよび運用保守事業を担うFSASに統合
　　　し、開発・製造・販売から保守まで一貫した体制を構築することで、当社グループ各社における経営責任を
　　　明確化すると共に、経営判断の迅速化と徹底した効率化を追求します。
　　　これにより当社およびFSASのそれぞれが強みを発揮し、当社グループ全体としてトータルソリューション
　　　を提供することで、お客様への提供価値向上へと繋げてまいります。
　　④ 法的形式を含む取引の概要
　　　当社を吸収分割会社、FSASを吸収分割承継会社とする吸収分割

（２）実施した会計処理の概要
　「企業結合に関する会計基準」、「事業分離等に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計
　基準に関する適用指針」に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。

（FSASを吸収分割会社とし、当社を吸収分割承継会社とする吸収分割について）
（１）会社分割の概要
　　① 分割先企業の名称及び分割する事業の内容
　　（ⅰ）名称
　　　富士通株式会社
　　（ⅱ）事業の内容
　　　メインフレームおよび UNIXサーバの保守事業、ソフトウェア等のサポートおよびコールセンター事業
　　　 （一部地域・顧客に対するものを除く）ならびにインフラ構築サービス事業
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　　② 会社分割日
　　　2024年4月1日
　　③ 会社分割を行った主な理由
　　　当社を吸収分割会社とし、FSASを吸収分割承継会社とする吸収分割の実施にあたり、当社およびFSASの事
　　　業領域を明確化すべく、FSASが有していた当社領域の事業を承継しました。
　　④ 法的形式を含む取引の概要
　　　FSASを吸収分割会社、当社を吸収分割承継会社とする吸収分割

（２）実施した会計処理の概要
　「企業結合に関する会計基準」、「事業分離等に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計
　基準に関する適用指針」に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。

2.  連結子会社（FDK株式会社）株式に関する譲渡について
「連結注記表　企業結合等に関する注記　１.　連結子会社（FDK株式会社）株式に関する譲渡について」に同一
の内容を記載しておりますので、記載を省略しております。

（追加情報）
１.  連結子会社（新光電気工業株式会社）株式に対する公開買付けの終了について

「連結注記表　企業結合等に関する注記　（追加情報）1.　連結子会社（新光電気工業株式会社）株式に対する公
開買付けの終了について」に同一の内容を記載しておりますので、記載を省略しております。
なお、本公開買付けの成立により、当社は翌事業年度において、新光電気工業による自己株式取得を通じて、当社
売却予定株式の譲渡を行う予定です。これに伴う翌事業年度の当社業績への影響は以下のとおりです。
・個別業績
関係会社株式売却益（特別利益）約2,500 億円の計上を見込んでおります。
（注）上記の業績への影響額は、当社が現時点での入手可能な情報から得た判断に基づき作成したものであり、実
際の業績は様々な要素により、予想数値と異なる可能性があります。

2.  関連会社（株式会社富士通ゼネラル）株式に関する契約の締結について
「連結注記表　企業結合等に関する注記　（追加情報）2.　関連会社（株式会社富士通ゼネラル）株式に関する契
約の締結について」に同一の内容を記載しておりますので、記載を省略しております。
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関連当事者との取引に関する注記

種類 会社等の名称 議決権等の
所有割合 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 エフサステクノロ
ジーズ㈱

所有
直接100%

サポートサービス等の委
託及び当社製品の販売、
保守
役員の兼任

製品の仕入
れ及びサポ
ートサービ
ス等の委託

仕入高 278,106 買掛金 57,062

代行購買取引等 227,340 未収入金 30,743

子会社 富士通Japan㈱ 所有
直接100%

当社製品の販売及び保守
等
役員の兼任

当社製品の
販売 売上高 144,163

売掛金 34,189

契約資産 1,753

代行購買取引等 90,665 未収入金 21,817

子会社 ㈱富士通パーソナ
ルズ

所有
直接100%

当社製品の販売
役員の兼任

当社製品の
販売 売上高 131,212 売掛金 28,961

子会社
Fujitsu 
Technology 
Solutions 
(Holding) B.V.

所有
直接100%

当社海外顧客に対する情
報システムサービスの提
供
役員の兼任

増資の引受 90,882 - -

子会社
富士通ディフェン
ス＆ナショナルセ
キュリティ㈱

所有
直接100%

当社顧客に対する防衛シ
ステムの研究、製造、受
託、修理、保守、販売並
びに工事
役員の兼任

当社製品の
製 造 、 修
理、保守

仕入高 68,236 買掛金 30,471

子会社 Fujitsu ND 
Solutions AG

所有
直接100%

GK Software SE の持株
会社 増資の引受 24,437 - -

子会社 富士通キャピタル
㈱

所有
直接100%

グループファイナンス
役員の兼任 資金の借入

資 金
借 入 124,316 短期

借入金 124,316支 払
利 息 240

関連会社
富士通クライアン
トコンピューティ
ング㈱

所有
直接49%

当社が販売するシステム
商談等に含まれるパソコ
ンの製造
役員の兼任

パソコンの
製造 仕入高 170,367 買掛金 32,298

【関連当事者との取引に関する注記】
子会社及び関連会社等

(単位：百万円)

（注）1．記載した取引は基本的に公正な価格をベースにした取引条件となっております。
（注）2．富士通キャピタル㈱との取引金額は借入額から返済額を控除して表示しております。
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1株当たり純資産額 ………………………………………… 611円02銭
1株当たり当期純利益金額 ………………………………… 119円38銭

【1株当たり情報に関する注記】

【収益認識に関する注記】
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針に係る事項に関する注記 5．収益及び費用の計上基準」に記載の通りであります。

【重要な後発事象に関する注記】
1．自己株式の取得
「連結注記表　重要な後発事象に関する注記　1．自己株式の取得」に同一の内容の記載をしておりますので、記載を
省略しております。

2．会社分割による連結子会社の設立
当社は2025年7月1日付で、ネットワークプロダクト事業を承継する新会社「1FINITY株式会社」を発足させます。こ
れまで当社グループ内に散在していた研究・開発・製造・販売・保守などの機能を集約し、ワンストップ体制を構築す
ることで、経営判断の迅速化を図り、当社グループ全体として高付加価値なトータルソリューションを提供してまいり
ます。

この目的のため、当社は、2025年4月24日開催の取締役会において、2025年7月1日を効力発生日として、当社のネ
ットワークプロダクト事業を会社分割により新たに設立する1FINITY株式会社へ承継させることを決議いたしました。

（１）事業分離の概要
　　① 分割先企業の名称及び分割する事業の内容
　　（ⅰ）名称

1FINITY株式会社
　　（ⅱ）事業の内容
　　　　通信機器・装置・システムの研究、開発、設計、製造、販売、企画および保守・修理サポート
　　② 会社分割日
　　　2025年7月1日
　　③ 会社分割を行った主な理由
　　　本会社分割は、ネットワークプロダクト事業の研究・開発・製造・販売から保守までをワンストップで担う専業
　　　会社を新設することで、独立した企業として経営責任の明確化と経営判断の迅速化を図るとともに、最先端のテ
　　　クノロジーを最大限に活用した製品の早期提供やソフトウェア技術へのシフト、AIデータセンター市場への拡大
　　　などを通じて、変化の激しい市場環境への迅速な対応とイノベーションの創出を目指します。
　　　これにより当社および1FINITY株式会社のそれぞれが強みを発揮し、当社グループ全体として社会や企業の変革
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　　　を支えるトータルソリューションを提供することで、お客様への提供価値向上へと繋げてまいります。
　　④ 法的形式を含む取引の概要
　　　当社を分割会社とし、設立する1FINITY株式会社を新設会社とする新設分割

（２）実施した会計処理の概要
　「企業結合に関する会計基準」、「事業分離等に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基
　　準に関する適用指針」に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。

（３）当事業年度の損益計算書に計上されている分割する事業に係る売上高の概算額
　　売上高 約1,089億円
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連結会計監査報告

EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所
指定有限責任社員 公認会計士 中 谷 喜 彦業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 松 本 暁 之業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 中 村 美 由 樹業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 山 口 　 学業 務 執 行 社 員

独立監査人の監査報告書
2025年5月14日

富士通株式会社
取締役会　御中

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、富士通株式会社の２０２４年４月１日から２０２５年３月３１日までの連結会計年度
の連結計算書類、すなわち、連結財政状態計算書、連結損益計算書、連結持分変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、会社計算規則第１２０条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準で求められる開示項目の一
部を省略した会計の基準に準拠して、富士通株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、
全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、
「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結
子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監
査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及
び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表
明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当
監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要
な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求められてい
る。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本
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連結会計監査報告

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、連結計算書類を会社計算規則第１２０条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準で求められる開示項目の一部を省
略した会計の基準により作成し、適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、会社計算
規則第１２０条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略した会計の基準に基づいて継続企業に関す
る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて
合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発
生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的
懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査
手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況
に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当
性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重
要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が
認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が
適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査
証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、会社計算規則第１２０条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準で求められる開示項目の一
部を省略した会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類
が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するために、連結計算
書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対
して責任を負う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上
の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影
響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するた
めのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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会計監査報告

EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所
指定有限責任社員 公認会計士 中 谷 喜 彦業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 松 本 暁 之業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 中 村 美 由 樹業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 山 口 　 学業 務 執 行 社 員

独立監査人の監査報告書
2025年5月14日

富士通株式会社
取締役会　御中

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、富士通株式会社の２０２４年４月１日から２０２５年３月３１日までの第１２
５期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類
等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財
産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、
「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した
と判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及
び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明
するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査
法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤
りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求められてい
る。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

会計監査人の監査報告書謄本
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会計監査報告

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これ
には、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国におい
て一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合
理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生す
る可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断され
る。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的
懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査
手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に
応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当
性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要
な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切で
ない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基
づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する
注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上
の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影
響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するた
めのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2024年4月1日から2025年3月31日までの第125期事業年度における取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査
報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監

査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査方針、監査計画等に従い、取締役、内部監査部門等と意思疎通を図

り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要

な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締
役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から
成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締
役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状
況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。なお、財務報告に係る内部統制については、取締役
等及びＥＹ新日本有限責任監査法人から当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を
受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結財政状態計算書、連結損益計算書、連結持分変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び

取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められません。

監査役会の監査報告書謄本
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監査役会監査報告

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

富士通株式会社　監査役会
常勤監査役 広 瀬 陽 一 ㊞
常勤監査役 小 関 雄 一 ㊞
社外監査役 初 川 浩 司 ㊞
社外監査役 幕 田 英 雄 ㊞
社外監査役 キャサリン

オコーネル ㊞

2025年5月15日

　

（注）監査役　初川 浩司、幕田 英雄、キャサリン オコーネルの3氏は、会社法第2条第16号に定める社外監査役です。

以　上
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